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◆プランの体系図

１．政策・方針決定過程への女性の参画拡大

２．地域活動への参画促進

（30）高齢者相談の充実

（31）障害者と暮らしている家族のかたへの支援

（25）地域における自立への支援の充実

（26）地域で自立して暮らせるための支援

（27）高齢者にやさしいまちづくりの推進

（28）高齢者が安心して暮らせるための支援

（29）高齢者の虐待防止対策の推進

（02）市民意識の調査

Ⅱ．あらゆる分野への男女共同参画の推進

（18）親子ふれあいの場の確保

（19）地域における子育て支援の充実

（20）子どもや母親の健康の確保

（11）地域防災における女性の参画の促進

Ⅲ．少子・高齢社会に対応した福祉の充実

（12）各種イベント、まつり及び観光の企画・運営に女性の参画を拡充

１．子育て支援の推進

（13）保育サービスの充実

（06）審議会等への女性委員の登用促進

（14）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の充実

（07）女性の登用に係る要綱等の適正な運用及び推進

（22）子どもの安全の確保

（23）子どもの遊び場の整備

２．高齢者支援等の推進

（24）介護予防のための支援

（15）ファミリー・サポート事業の充実

男女共同参画社会の実現

基本的課題

（10）男女共同参画の視点に立った団体やリーダーの育成推進

主な取り組み基本理念 基本目標

（03）学校における男女共同参画教育の推進

（04）家庭教育、生涯学習の充実

（05）情報を読み解き、活用する能力向上のための機会の提供

（08）各種会合等の開催時間の工夫

（09）活動団体等への支援

Ⅰ．男女共同参画意識の形成

１．男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し、意識の啓発

２．男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学習の充実

（01）男女の人権及び男女共同参画意識の啓発

（16）子育て相談の充実

（21）児童虐待防止策の充実

（17）子育て支援のための情報の充実
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１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

２．生涯を通じた女性の健康の支援

（52）削除

（60）生涯にわたってスポーツできる事業の推進

３．地域における相互扶助の推進

（61）市民活動支援センターの活動の充実

（62）社会福祉協議会の活動の支援

（45）育児休業・介護休暇からの復帰支援環境整備

（46）課長職以上の管理職へ女性の登用促進

（47）女性職員を自治大学校に派遣するなどの能力開発支援

（39）労働時間短縮や新しい就労形態の普及

（63）国際交流・協力の推進

（55）削除

（58）健康知識の普及及び啓発

（59）性差医療についての啓発

（56）各種がん検診、各種健康教室、健康相談体制の充実

（57）健康づくり支援ボランティアの充実

Ⅴ．男女平等の実現に向けた地域環境の整備

（49）男女共同参画に関する研修の充実

（54）相談員等の研修の充実

（50）セクシュアル・ハラスメント防止対策の推進

（53）相談・カウンセリング体制の充実

（51）女性に対する暴力根絶のための環境づくり

（40）労働相談体制の充実

１．労働環境の整備

（36）事業所における職場内保育の充実

Ⅳ．男女平等に基づく労働環境の整備

（32）事業所への男女共同参画に関する啓発

（33）育児・介護休業の啓発と取得促進

（34）家族経営協定の周知及び締結の促進

（35）企業における女性の管理職比率の向上推進

（38）仕事と子育て、介護の両立のための情報提供

（43）商工会議所等が開催する講座の支援

（01）ＤＶ被害防止に向けた啓発
（02）ＤＶ相談体制の充実
（03）自立支援の充実

稲沢市ＤＶ対策基本計画

（37）ファミリー・フレンドリー登録企業のＰＲと啓発

３．市役所における男女共同参画の推進

（44）育児休業・介護休暇の取得しやすい職場の環境整備

（48）短時間勤務職員の導入についての検討

（41）削除

（42）女性農業者の活動支援の充実

２．男女の職業生活と家庭・地域生活の両立支援
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令和元年度「いなざわ男女共同参画プランⅡ（第２次中間改訂）」実施状況調査の概要 

 
 「いなざわ男女共同参画プランⅡ（第２次中間改訂）」に位置付けられた事業の令和元年度実施状況につ

いて、担当課に調査票への記入を依頼し、提出された調査票を集約したものです。 
 
◆ 調査報告書の見方 
 
 基 本 目 標 Ⅰ．男女共同参画意識の形成 

 基本的課題 １．男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し、意識の啓発 

 主な取り組み (01)  男女の人権及び男女共同参画意識の啓発 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

 
プランの「主な取

り組み」をご覧く

ださい 
（施策を所管・実

施する課名） 

 
具体的な施策の内容 

 

令和元年度の実施状況を

記載（数値の分かるもの

は、具体的に記載） 

 
下記評価基準に

より実施状況の

評価を記載 

（担当課） 
実施状況について

担当課のコメント

を記載 
 

※関係する課、施設 … （関係各課）と記載 
※前年度実績数値等を〈  〉で記載 

 
 

 
■ 男女共同参画審議会のコメント 

 基 本 目 標 Ⅰ．男女共同参画意識の形成 

  
 
  
 
・基本目標ごとに審議会からの意見をまとめたもの 
 

 
 

 
■ 評価方法について 
 ・実施状況調査の回答から、具体的施策ごとに各課が評価したものを記載した。 
 
 評価基準 
  Ａ ＝取り組みが実行されており、その結果は十分に満足できる状況にある 
  Ｂ ＝取り組みはある程度実行されているが、その結果はまだ十分といえない。 
  Ｃ ＝取り組みも十分でなく、結果もほとんど出ていない。 
  Ｄ ＝具体的取り組みがなく、検討中である。 
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令和元年度「いなざわ男女共同参画プランⅡ（第２次中間訂）」実施状況調査表 

 

 基 本 目 標 Ⅰ．男女共同参画意識の形成 

 基本的課題 １．男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し、意識の啓発 

 主な取り組み (01) 男女の人権及び男女共同参画意識の啓発 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

広報紙による男

女共同参画の啓

発 

（秘書広報課） 

広報紙に男女共同参画に

関する記事を掲載する 

 

いなざわ男女共同参画社会づくり学習

会（6月号） 

「はがき 1枚からの男女共同参画」作品

募集（8月号） 

男女共同参画推進セミナー1～3（10月、

1月号） 

男女共同参画審議会（11月号） 

いなざわ男女共同参画社会づくりフォ

ーラム（2月号） 

Ａ 

男女共同参画に

関するイベント

やセミナーなど

の記事を掲載す

ることで啓発に

努めた 
 

市役所出前講座 

（秘書広報課） 

 

市民が主催する集会など

に、市役所の職員を講師と

して派遣する 

出前講座開催件数 0件〈0件〉 

 

－ 

出前講座メニュ

ーとして、チラシ

に記載している

が、男女共同参画

についての開催

希望がなかった。 

市政情報番組に

よる男女共同参

画の啓発 

（秘書広報課） 

ＣＡＴＶの市政情報番組

において男女共同参画の

啓発を図る 

いなざわふれあい通信0件〈0件〉 

－ 

男女共同参画に

ついての番組の

作成希望がなか

った。 

まちづくり推進

協議会が行う男

女共同参画に関

する啓発活動支

援 

（地域協働課） 

まちづくり推進協議会が

行う男女共同参画に関す

る啓発活動を支援する 

女性団体育成部会への活動支援、情報

提供を行った。 

 ・支援団体 1団体〈2団体〉 

 ・活動回数 27回〈38回〉 

  大里東チューリップみらい子育て 

  ネット 

Ｂ 

団体との連携を

推進し、男女共同

参画社会の形成

を目指し、活動支

援、情報提供を積

極的に推進して

いく。 

男女共同参画社

会づくりフォー

ラム、学習会の開

催 

（地域協働課） 

男女共同参画推進団体と

協力してフォーラム等の

啓発活動を実施する 

男女共同参画社会づくり学習会 

・実施日 7月 6日（土） 

・場 所 稲沢市祖父江町体育館 

アリーナ 

・テーマ 「クイズやゲームを楽しみ

ながら、男女共同参画につ

いて知ろう！」 

・講 師 日置雅子 

（愛知県立大学名誉教授） 

・参加者 42人 

男性 7人 

Ａ 

学習会では男女

共同参画に関連

したテーマで実

施し、今回は家族

で参加していた

だき、運動を交え

た内容としたた

め、アンケート結

果では非常に好

評であった。 
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女性 10人 

こども 25人 

男女共同参画社会づくりフォーラム

は、新型コロナウイルスの感染拡大防

止のため中止 

男女共同参画啓

発パネル展、啓発

資材配布 

（地域協働課） 

男女共同参画推進団体と

協力してパネル展等の啓

発活動を実施する 

男女共同参画テーマ図書コーナーの設

置及び啓発パネル展 

・期 間 6月 22日（土）～ 

7月４日（木） 

・会 場 稲沢市中央図書館 

・内 容 ①テーマ図書コーナーに

て、関係図書 50冊の展示 

②エントランスホールに

て、男女共同参画啓発パネ

ル（10枚）の展示 

男女共同参画啓発事業 

・実施日 11月 17日（日） 

・場 所 リーフウォーク稲沢 

・内 容 ①男女共同参画パネル展 

②児童虐待・ＤＶポスタの 

掲示 

③児童虐待リーフレット・ 

ＤＶカードの設置 

④啓発資材の配布 

Ａ 

啓発資材配布や

パネル展実施な

ど、機会を捉えて

積極的な啓発を

実施できた。 

◆数値目標 

※ 用語の周知度については、2014年度から調査方法を変更したため、参考値となります。 

 

 主な取り組み (02) 市民意識の調査 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

男女共同参画に

関する調査 

（地域協働課） 

男女共同参画に関する市

民意識調査を5年ごとに行

う 

調査対象者：18歳以上で稲沢市にお住 

まいの 2,500人 

有効回収数：1,286件 

有効回収率：51.4％ 

Ａ 

回収率が 50％を

超える非常に関

心の高い調査結

果となりました。 

  

 

 

 

 

項  目 

目標とする数値 
第 2次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 ※ 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2004（平成 16）

年度 
２０１９（令和元）年度 

「男女共同参画社会」とい

う用語の周知度 

（地域協働課） 

１００％ ※３８．７％ ５２．５％ ３９．０％  
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基本的課題 ２．男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学習の充実 

主な取り組み (03) 学校における男女共同参画教育の推進 

 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

教職員研修 

（学校教育課） 

 

男女共同参画に関する教

職員研修を行う 

初任者研修、少経験者研修において、男

女協働の大切さを指導した。 Ａ 

若手教員に対す

る意識の再確認

を行った。 

男女平等意識の

育成 

（学校教育課） 

男女共同参画意識の育成

を図る授業を行う 

道徳の時間、人権週間等、教育活動全般

を通じ、男女平等意識の高揚を図った。 Ｂ 

児童生徒に対す

る意識啓発を行

った。 

人権教育の推進 

（学校教育課） 

 

男女共同参画意識の育成

を図る授業を行う 

いじめの問題をはじめ、人権に配慮した

教育を常に各学校で実践している。12

月の人権週間には、朝礼等の時間を活用

するなど、取組みを行った。 

Ａ 

いじめ防止や差

別廃止の観点か

ら人権教育に取

り組んだ。 

個性や能力を重

視した学習指導

の充実 

（学校教育課） 

男女共同参画意識の育成

につながる授業を行う 

学級や学年、学校のそれぞれの活動の中

で、男女が協力し合い、お互いのよさを

認め合いながら活動できるよう指導し

た。 

Ｂ 

男女が互いに協

力し合えるよう

指導を行った。 

性教育の学習 

（学校教育課） 

 

男女共同参画意識に基づ

いた性に関する学習をす

る 

小学校の体育（保健）では、「育ちゆく

体とわたし」で、中学校の保健体育の授

業では、「心身の発達と心の健康」で、

異性を尊重した態度や行動が必要であ

ることを指導した。 

Ａ 

男女が互いに尊

重し合う気持ち

を高めた。 

 

 主な取り組み (04) 家庭教育・生涯学習の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

家庭教育学級 

（生涯学習課） 

 

男女共同参画の意識を高

めるための講座を行う 

家庭教育学級 

・実施日 10月 11日～11月８日 

（全 3回） 

・場 所 名古屋文理大学文化 

フォーラム 小ホール 

・内 容 「子どもを勇気づけるには」

「子どもの可能性を引き出

す」など 

・延べ参加者 154人〈163人〉 

（男性 0人〈1人〉、女性 84人〈85人〉） 

Ａ 

どの参加者もメ

モをとり真剣に

聞き入った。グル

ープで話し合い、

互いに似た悩み

を持つことを共

有し勇気づけを

学んだ。来年も受

講したいという

声が多かった。 

男女共同参画推

進セミナー 

（地域協働課） 

男女共同参画推進セミナ

ーを行う 

男女共同参画推進セミナー① 

・実施日 11月 2日（土） 

・場 所 勤労福祉会館 第４会議室 

・内 容 「｢ことば｣の中に生きる男女 

｢今｣を生きる男女」 

・参加者 23人 

男性 4人 

Ａ 

平日の開催を取

り止めたため、前

年度比較すると

男性の参加者数

が増加しました。

今後は、更に参加

していただける
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女性 19人 

男女共同参画推進セミナー② 

・実施日 11月 30日（土） 

・場 所 勤労福祉会館 第4会議室 

・内 容 「紫式部と与謝野晶子からの 

メッセージ～妻・母・女と 

して～」 

・参加者 21人 

男性 2人 

女性 19人 

男女共同参画推進セミナー③ 

・実施日 1月 18日（土） 

・場 所 勤労福祉会館第2･3研修室 

・内 容 「多様な性のあり方をまなぶ 

～マイノリティを通じて人 

にやさしい社会を考える～」 

・参加者 23人 

男性 8人 

女性 15人 

よう、男性にも興

味を持ってもら

える講座を検討

していく。 

青少年健全育成

市民大会 

（生涯学習課） 

青少年健全育成市民大会

を開催する 

青少年健全育成市民大会 

・実施日 7月 6日（土） 

・場 所 名古屋文理大学文化フォー

ラム中ホール 

・内 容 事例発表（中学生高校生各

1名）、大会宣言、記念事業

（講演）「大人のあり方・幸

せの道」～子どもたちの可

能性を伸ばす～ 

Ａ 

青少年の健全育

成への意識を高

めるため、事例発

表の内容をＨＰ

へ掲載した。 

◆数値目標 

 

 主な取り組み (05) 情報を読み解き、活用する能力向上のための機会の提供 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

メディア・リテラ

シー教育 

（子育て支援課） 

メディア・リテラシー教育

について検討する 

いろいろなメディアから情報があふれ

ている現代社会の中で、児童センター

での日常や教育にどう取り入れるか等

検討、実施が十分できなかった。 
Ｃ 

今後メディア・リ

テラシー教育に

ついて研修を実

施し、見聞を広げ

るよう努める。 
メディア・リテラ メディア・リテラシー教育 全校に整備されているコンピュータを Ｂ 情報を主体的に

項  目 

目標とする数値 
第 2次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2005（平成 17）

年度 
２０１９（令和元）年度 

男女共同参画推進セミナー

に参加する男性の割合 

（地域協働課） 

３５．０％ ２５．５％ ８．１％ 
２０．９％  

〈５．０％〉 
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シー教育 

（学校教育課） 

を充実させる 活用し、情報の適切な扱い方や情報モ

ラルについて指導した。 
活用する能力や

モラル意識を高

めた。 
メディア・リテラ

シー教育 

（生涯学習課） 

メディア・リテラシーに関

する講座を開催する 

 

今年度は実施講座の中にメディア・リ

テラシーに関する講座を実施すること

ができなかった。 

（参考）直近の実施はＨ26 年度に『青

少年と携帯電話～保護者と青少年が一

緒に考える安全な使いかた～』をテー

マに講演を実施。 

Ｃ 

今後は各種講座・

講演会等で機会

を捉えて実施し

ていく。 

男女共同参画に

関する図書等の

購入 

（図書館） 

男女共同参画に関する図

書の充実を図る 

 男女共同参画に関する図書資料の収

集に努めた。ＮＤＣ：366（労働問題）・ 

367（家族問題、男性・女性問題、老人

問題など）の中で該当するものを抽出

したところ、収集実績は72タイトルと

なった。 

Ｂ 

分類による抽出

のため、他の分類

にも関連資料は

存在するので、実

態はもう少し多

いと思われる。今

後も更なる図書

の充実に努めて

いく。 

「男女共同参画

の視点からの公

的広報の手引き」

の周知 

（地域協働課） 

男女共同参画の視点を取

り入れたパンフレット等

の発行に努める 

国や県が作成しているパンフレット等

を配布しているが、市のパンフレット

等の発行はしていない。 Ｃ 

稲沢市での男女

共同参画の視点

を取り入れたパ

ンフレット等の

発行を検討する。 

 

■ 男女共同参画審議会のコメント 

 基本目標 Ⅰ．男女共同参画意識の形成 

・啓発活動が様々な場で行われているようだが、その後の反応や影響がどのくらいあったかの調査があると、次に

つなげられるかと思う。 

・男女共同参画の周知度が低いので、もっと出前講座が開催されるような取り組みを検討していただきたい。 

・セミナー、学習会が開催されているが、より多くの方に参加いただけるよう周知方法等を検討していただきたい。 

・次回の市民意識調査では、有効回収率が上がるように、アンケート方法等を検討していただきたい。 
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基本目標 Ⅱ．あらゆる分野への男女共同参画の推進 

基本的課題 １．政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

主な取り組み (06) 審議会等への女性委員の登用促進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

審議会等への女

性委員の登用促

進 

（企画政策課、関

係各課） 

政策・方針決定の場に女性

の参画を促進するため、各

種審議会等に女性委員を

積極的に登用する 

（企画政策課） 

法令、条例及び要綱等に基づき設置し

ている審議会等への女性委員の登用状

況を調査し、把握に努めた。 

 

Ｂ 

「市民参加条例」

の理念に基づき

女性を含むより

多くの市民が審

議会等に参加で

きるよう努める。 

（商工観光課） 

稲沢市観光基本計画推進委員会の委員

について、公募により女性１名に委嘱

している。（委員 17名中、女性 1名) 

Ｂ 

女性委員の登用

に努める 

◆数値目標 

  

主な取り組み (07) 女性の登用に係る要綱の整備等を検討 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

女性の登用に係

る要綱等の適正

な運用及び推進 

（企画政策課、関

係各課） 

各種審議会等における男

女構成割合の適正化を付

属機関要綱等に位置づけ、

女性委員の参画、促進を図

る 

「審議会等の設置及び運営に関する要

綱」に則り、委員に女性を積極的に登用

することを啓発し、更なる女性委員の

参画の促進に努めた。 

Ｂ 

必要に応じた要

綱等の整備や適

正な運用に努め

る。 

 

 主な取り組み (08) 各種会合等の開催時間の工夫 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

各種会合等の開

催時間の工夫 

（企画政策課、関

市民参画を推進するため、

開催する会合等について、

さまざまな市民が参加で

より多くの市民が市政に参加できるよ

う、各種会合等の開催時間の工夫を含

めて、市民参加の推進に努めるよう各

Ｂ 

「審議会等の設

置及び運営に関

する要綱」及び

項  目 

目標とする数値 
第 2次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2006（平成 18）

年度 
２０１９（令和元）年度 

市の審議会等に占める女

性委員の割合 

（地域協働課） 

３５．０％ ２９．２％ ２１．９％ 
２９．０％  

〈２９．９％〉 

農業委員に占める女性委

員の割合 

（農業委員会事務局） 

９．０％ ５．６％ ０．０％ 
１５．８％  

〈１５．８％〉 
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係各課） きるよう、開催時間を工夫

する 

部課へ周知を図った。 「市民参加条例」

の規定に基づき、

市民が参加機会

を広く得られる

よう努める。 

 

基本的課題 ２．地域活動への参画促進 

主な取り組み (09) 活動団体等への支援 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

男女共同参画推

進団体ネットワ

ーク事業 

（地域協働課） 

男女共同参画を推進する

ため、フォーラム等の企

画・運営をいなざわウィル

ネットに委託し、その活動

を支援する 

いなざわウィルネット 

・参加団体 15団体〈15団体〉 

・会員数  1,442人〈1,484人〉 

・活動内容 

ア 男女共同参画社会づくりフォ

ーラムの企画運営 

イ 男女共同参画社会づくり学習会

の企画運営 

ウ 研修事業 

・実施日 10月5日（土） 

・会 場 名古屋文理大学文化 

フォーラム小ホール 

・内容「みんなの学校」上映会 

講演会・ワークショップ 

エ その他啓発事業 

   ・啓発パネル展、啓発資材配布等 

Ａ 

20 年以上経過し

たいなざわウィ

ルネットの活動

は、本市の男女共

同参画社会実現

に向けた取り組

みの中心となっ

ているほか、参加

する団体相互の

連携や情報交換

の貴重な場とな

っている。 

地域女性学級へ

の活動支援 

（地域協働課） 

女性団体の活動を支援す

る 

地域女性学級 

・活動団体数 2団体〈2団体〉 

・会員数 59人〈71人〉 

・延べ活動回数 16回〈21回〉 

・延べ参加者数 440人〈530人〉 

稲沢東女性学級「さんさん」 

  千代田地域女性学級「千代の会」 

Ｂ 

女性の地位向上

を図るとともに、

地域女性の交流

と連携を推進し、

男女共同参画社

会の形成を目指

し、女性の個性を

発揮させるため

の活動を支援し

ていく。 

稲沢市連合婦人

会への助成 

（地域協働課） 

女性団体の活動を支援す

る 

稲沢市連合婦人 

・会員数 218人〈234人〉 

・延べ活動回数 63回〈70回〉 

・延べ参加者数 1,501人〈1,717人〉 

・クラブ数 8クラブ〈8クラブ〉 

・機関紙発行 1回〈1回〉 
Ｂ 

地域に根ざした

活動を行い社会

に貢献している。

会員数が減少傾

向に歯止めがか

かったので、今後

は増員に向け、一

層の知名度向上

や地域への浸透

を目指し、新たな
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取り組みを図っ

ていく。 

 

 主な取り組み (10) 男女共同参画の視点に立った団体やリーダーの育成促進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

ＮＰＯやボラン

ティア団体の育

成 

（地域協働課） 

男女共同参画の視点に立

った団体やリーダーの育

成を支援する 

市民活動支援センターに登録されてい

る関係団体に対し、男女共同参画をテ

ーマとする講演会や県女性教育指導者

研修会に関する情報を紹介した。 

Ｂ 

引き続き関係団

体に対し、情報提

供に努める。 

食生活改善推進

員（ヘルスメイ

ト）活動の支援 

（健康推進課） 

市民の健康づくりを支援

できるボランティア組織

づくりのため、リーダー養

成や活動を支援する 

食生活改善推進員の活動を支援 

年間 29回〈34回〉  

延べ 366人〈392人〉 

ヘルスメイトの再教育  

年 4回〈4回〉57人〈52人〉 

役員会 年９回〈10回〉78人〈94人〉 

自主活動支援 年 16回〈20回〉 

231人〈246人〉） 

Ａ 

養成講座受講し

た者が、自主的

な食育推進活動

ができるよう支

援し、組織全体

の力量が向上し

つつある。 

養成講座への派

遣 

（地域協働課） 

男女共同参画の視点に立

った団体やリーダーの育

成を図るため、県が主催す

る養成講座に受講生を派

遣する 

県男女共同参画人材育成セミナー 

・5月～3月（全 10回〈10回〉） 

・派遣人員 1人〈2人〉 

 
Ａ 

県主催の養成講

座等に受講生を

派遣することが

できた。今後も継

続して派遣を実

施していく。 

 

 主な取り組み (11) 地域防災における女性の参画の促進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

防災訓練事業 

（危機管理課） 

 

災害時に支援活動を担う

女性が防災関係の役員と

して参画できる環境を整

備する 

防災関係機関、事業所、住民等の協力体

制や地域の連携の確立を図るため、総合

防災訓練を実施した。 
参加者 約 860人〈約800人〉 

Ａ 

訓練参加者の防

災意識高揚を図

る機会となって

いる。 

自主防災訓練補

助事業 

（危機管理課） 

 

災害時に支援活動を担う

女性が防災関係の役員と

して参画できる環境を整

備する 

自主防災訓練を実施した 159〈176〉の

自主防災会に対し、訓練補助金を交付し

た。 

補助金額 3,954,800円〈4,194,500円〉 
Ａ 

地域における防

災意識向上を図

ることができる

ため、今後も継続

していく。 
  

主な取り組み (12) 各種イベント、まつり及び観光の企画・運営に女性の参画を拡充 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

まちづくり推進

協議会への女性

の参画を拡充 

まちづくり推進協議会が

行う政策・方針決定過程の

場へ、女性の参画が拡がる

役員選出時に検討していただくよう呼

びかけた。 

・9団体の正副会長 36人〈36人〉 

Ｂ 

役員選出方法が

異なる中、女性役

員の選出に努め
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（地域協働課） よう働きかける  （うち女性 3人〈4人〉） た。 

観光事業の企画・

運営に女性を登

用 

（商工観光課） 

観光に関する政策・方針決

定過程の場へ、女性の参画

が広がるよう働きかける 

稲沢市観光基本計画策定委員会の委員

について、公募により女性１名に委嘱

している。 

（委員 17名中、女性1名） 

また、観光まちづくり推進のために組

織された「いなざわ観光まちづくりラ

ボ」のメンバーに 11名（メンバーは

合計 56名）の女性が参画している。 

Ｂ 

観光まちづくり

ラボの構成員は

随時募集してい

るが、女性が参画

し易い運営に努

める。 

◆数値目標 

 ■ 男女共同参画審議会のコメント 

基本目標 Ⅱ あらゆる分野への男女共同参画の推進 

・子育て、介護等で仕事を辞めた人に対し、再就職の支援を充実すべきである。 

・労働時間短縮、在宅勤務等の働き改革を進めることにより、仕事を続けることが可能となり、子育て、介護も両

立できる取り組みを図っていただきたい。 

・リーダーの育成に対する施策を検討していただきたい。 

・審議会等への女性委員の割合があまり変化していないので、具体的な制度を設けるなどの施策を検討していただ

きたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項  目 

目標とする数値 
第２次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2006（平成 18）

年度 
２０１９（令和元）年度 

まちづくり推進協議会に占

める女性委員の割合 

（地域協働課） 

２５．０％ １３．９％ １５．６％ 
８．３％  

〈１１．１％〉 
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基 本 目 標 Ⅲ．少子・高齢社会に対応した福祉の充実 

 基本的課題 １．子育て支援の推進 

 主な取り組み (13) 保育サービスの充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

延長保育、乳児保

育（3歳未満児保

育）、障害児保育、

一時保育の充実 

（保育課） 

安心して子どもを預け就

労できるよう、保育サービ

スの充実に努める 

公立保育園 18園〈18園〉 

民間保育園 17園〈17園〉 

・延長保育 31園〈31園〉 

 公立(14)、民間(17)  

・乳児保育 32園〈32園〉 

 公立(15)、民間(17)  

・障害児保育 15園〈15園〉 

公立(12)、民間(3) 

・一時保育 6園〈6園〉 

 公立(3)、民間(3)  

Ａ 

今後も住民のニ

ーズに対応して

いく。 

夜間保育、休日保

育、病後児保育、

特定保育の実施

検討 

（保育課） 

安心して子どもを預け就

労できるよう、保育サービ

スの充実に努める 

夜間保育   民間1園〈1園〉 

休日保育   民間2園〈1園〉 

病後児保育  0園〈0園〉 

特定保育   0園〈0園〉 
Ｂ 

今後も住民のニ

ーズに対応しな

がら、病後児・特

定保育の実施に

向け検討・研究し

ていく。 
◆数値目標 

※１ 2015年度から「子ども子育て支援新制度」の施行に伴い、延長保育の定義が変更になったため、現況より第３

次期間目標値が低くなっている。 

※２ 保育園の統廃合に伴い、現況より１園減となっている。 

 

 

 

 

 

 

項  目 

目標とする数値 
第２次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2005（平成 17）

年度 
２０１９（令和元）年度 

延長保育の促進 

（保育課） 
２３保育園 

 ※１ 
２９保育園 １１保育園 

３１保育園  
〈３１保育園〉 

乳児保育の促進 

（保育課） 
２９保育園 

 ※２ 
３０保育園 １１保育園 

３２保育園  
〈３２保育園〉 

障害児保育の促進 

（保育課） １２保育園 １１保育園 ５保育園 
１５保育園  

〈１５保育園〉 

一時保育の促進 

（保育課） ７保育園 ７保育園 ２保育園 
６保育園  

〈６保育園〉 



- 14 - 
 

 主な取り組み (14) 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

放課後児童健全

育成事業の充実 

（子育て支援課） 

学校から児童クラブまで

の児童の移動を、より安全

に行えるよう児童クラブ

の配置を検討する 

放課後児童健全育成事業 

・23小学校区で 25〈25〉児童クラブ

を実施。（内いなッピークラブは１ク

ラブ） 

・片原一色児童クラブを中央子育て支

援センター内に移転。 

Ｂ 

利用者の増加に

対応するため、実

施場所の確保に

努めていく。 

◆数値目標 

 ※ クラブの開設個所数の数え方が H17年度と現在とでは変更になっています。 

   以前は、支援の単位（学校でいえば、クラス数）で数えていましたが、現在は施設数（学校でいえば学校数）で

数えています。 

 

 主な取り組み (15) ファミリー・サポート事業の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

ファミリー・サポ

ート・センター事

業の充実 

（子育て支援課） 

仕事と子育ての両立支援

のため、利用しやすいシス

テムを検討する 

ファミリー・サポート・センター事業 

・活動件数 3,460件〈3,313件〉 
Ｂ 

会員の活動促進

のため、研修の充

実や利用のＰＲ

に努めている。 

  

主な取り組み (16) 子育て相談の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

子育て支援総合

相談センター、子

育て支援センタ

ーでの相談実施 

（子育て支援課） 

子育て中の保護者が気軽

に相談できる体制づくり

に努める 

子育て支援総合相談センター 

 家庭児童相談室 

 相談 802件〈1,128件〉 

 こども発達支援室 

 相談 970件〈1,395件〉 

子育て支援センター 

 相談 392件〈386件〉 

Ａ 

相談窓口の周知

をするとともに、

専門の相談スタ

ッフが保護者に

対して、気軽に相

談できるように

保護者支援を行

っている。 
健康相談、電話相

談、新生児訪問の

実施 

子育て中の保護者が気軽

に相談できる体制づくり

に努める 

健康相談 延べ498件〈477件〉 

母子手帳交付時面接 932人〈1,024件〉 

電話相談 延べ1,929件〈1,651件〉 

Ａ 
保護者からの相

談に柔軟に対応

し、気軽に相談で

項  目 

目標とする数値 
第２次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2005（平成 17）

年度 
２０１９（令和元）年度 

放課後児童健全育成事業の

促進 

（子育て支援課） 

３８クラブ ３４クラブ １５クラブ 
２５クラブ  

〈２５クラブ〉 
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（健康推進課） 

 

乳幼児等訪問  

新生児及び妊産婦 延べ997件

〈1,097件〉 

すくすく広場個別相談169件〈185件〉 

きる体制づくり

に努める。 

こんにちは赤ち

ゃん訪問事業 

（健康推進課） 

 

子育て中の保護者が気軽

に相談できる体制づくり

に努める 

生後 4 か月までの乳児がいる全ての家

庭を訪問し、育児に関する情報提供やサ

ービス支援を実施。 

・主任児童委員訪問数 193件〈226件〉 

・保健師訪問数 244件〈310件〉 

Ａ 

今後も事業を継

続し、気軽に相談

できる環境づく

りに努める。 

 

 主な取り組み (17) 子育て支援のための情報の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

子育て情報誌の

発行、ホームペー

ジへの掲載 

（子育て支援課） 

子育てに関する情報の充

実に努める 

 

子育て応援サイト「すくすくいなッピ

ー」で、子育てに関する情報を随時更

新するとともに、子育てチャットボッ

トを新たに配信した。 

Ａ 

子育て情報を随

時更新するとと

もに、子育て情報

の内容の充実に

努めている。 

子育て支援ガイ

ドブックの発行 

（子育て支援課） 

子育てに関する情報の充

実に努める 

 

妊娠中から子育てまでの幅広い子育て

のサービスの情報を１冊のガイドブッ

クとして市民に配布している。 

4,500冊 

Ａ 

関係機関より、子

育て世代に幅広

く配布し、必要な

情報の周知に努

めている。 

 

 主な取り組み (18) 親子ふれあいの場の確保 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

親子あそび 

（子育て支援課・

保育課） 

親子のコミュニケーショ

ン並びに親同士の交流、情

報交換をする場の確保に

努めるとともに、父親の参

加を呼び掛ける 

 

（子育て支援課） 

子育て広場（毎週水・木・金曜日） 

・0〜2 歳児の未就園児を対象に、年齢

児ごとに児童館・児童センターにて、親

子遊びを実施。 

Ｂ 

父親も参加しや

すい雰囲気作り、

ふれあい遊び、内

容等を考え実施

することで、その

後の参加に大い

に繋がっている。 

（保育課） 

未就園児親子あそび 

・未就園児を対象に、各保育園で実施 

Ｂ 

親子のふれあい

が増えるよう支

援を図った。 

園庭、園舎の開放 

（保育課） 

親子のコミュニケーショ

ン並びに親同士の交流、情

報交換をする場の確保に

努めるとともに、父親の参

加を呼び掛ける 

余裕保育室の開放 3保育園 

 毎週木曜日 （祝日除く） 

10時から 12時 

園庭開放 

 全公立保育園で 月～金曜日 

16時から 16時 30分 

Ｂ 

主に降園後に親

子が一緒に遊ん

だり、保護者同士

の交流の場とな

っている。 
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初めての赤ちゃ

んとママの部屋 

（子育て支援課） 

 

親子のコミュニケーショ

ン並びに親同士の交流、情

報交換をする場の確保に

努めるとともに、父親の参

加を呼び掛ける 

初めての赤ちゃんとママの部屋 

・毎月 1 回 第 3 木曜日に子育て支援

センター2か所で実施。 

 22回〈24回〉 819人〈998人〉 
Ｂ 

初産婦、初妊婦に

対して情報交換

の場として参加

を促すとともに、

内容の充実を図

っている。 

プレイルーム 

（子育て支援課） 

 

親子のコミュニケーショ

ン並びに親同士の交流、情

報交換をする場の確保に

努めるとともに、父親の参

加を呼び掛ける 

プレイルーム開放 

 子育て支援センター3か所 

月〜金曜日、9時〜16時実施。 

32,476人〈32,435人〉 
Ａ 

親子のコミュニ

ケ－ションの場

として利用され

ており、父親が参

加しやすいよう

にサービスの充

実にも努めてい

る。 

パパもいっしょ 

（子育て支援課） 

 

親子のコミュニケーショ

ン並びに親同士の交流、情

報交換をする場の確保に

努めるとともに、父親の参

加を呼び掛ける 

・「パパもいっしょ」 2回〈3回〉 

149人〈244人〉 

・「パパの育児講座」 １回〈1回〉 

67人〈80人〉 Ｂ 

父親に子育ての

楽しさや喜びを

伝えたり、親子で

ふれあってもら

えるよう内容の

充実を図ってい

る。 

すくすく広場 

（健康推進課） 

親子のコミュニケーショ

ン並びに親同士の交流、情

報交換をする場の確保に

努めるとともに、父親の参

加を呼び掛ける 

毎月第１水曜日（全12 回） 

新型コロナウイルスの感染拡大防止の

ため3月は中止 

・来所者数 延べ1,231人〈1,352人〉 

乳児 延べ577人〈607人〉 

幼児 延べ654人〈745人〉 

・内容 身体計測、子育てネットワー

カーによる手遊び、保健師による健康

相談を実施。 

Ａ 

親子遊び、親同士

の交流・情報交換

の場として活用

され、保健師が常

駐することで子

育ての相談を気

軽に行うことが

できる。男性も子

育て参加できる

よう働きかけて

いる。 

親子ふれあい広

場 

（生涯学習課） 

親子のコミュニケーショ

ン並びに親同士の交流、情

報交換をする場の確保に

努めるとともに、父親の参

加を呼び掛ける 

・1講座 6回、年 5講座開催 

・延べ参加者数 340組〈348組〉 

 参加者は市内在住・在勤の 1 歳未満

の子どもとその保護者、1歳以上の子ど

もとその保護者 

・日曜日に 1回開催し、父親参加を促し

た。 

・講座終了後に、子育てグループとし

て、地域で活動する場合が多く、その支

援も実施。 

Ａ 

育児不安を持ち、

孤独になりがち

な母親に対して、

不安の解消、情報

交換ができる交

流の場を提供し

ている。日曜開催

は父親の参加が

多い。講座終了後

に、公民館活動団

体として活動を

継続するグルー

プもあった。 
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主な取り組み (19) 地域における子育て支援の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

みらい子育てネ

ット（母親クラブ

から名称変更）、

子ども会の育成

及び助成事業 

（子育て支援課） 

児童の健全育成を図る団

体などの活動を支援する 

 

・みらい子育てネット補助金 

 2,400,000円〈2,400,000円〉 

・子ども会連絡協議会補助金 

 2,735,500円〈2,776,500円〉 
Ａ 

世代を超える交

流等の機会をつ

くる等、地域で子

育てを支援する

体制づくりに貢

献している。 

尾張地区家庭教

育推進協議会へ

の支援 

（生涯学習課） 

児童の健全育成を図る団

体などの活動を支援する 

 

尾張地区家庭教育推進協議会への参加 

・日時：5月 31日（金） 

    1月 15日（水） 

・会場：愛知県三の丸庁舎 

・内容：家庭教育支援活動情報交換等 

尾張地区拡大家庭教育推進協議会 

・日時：8月 29日（木） 

・会場：愛知県三の丸庁舎 

・内容：家庭教育支援活動情報交換等 

Ｂ 

家庭教育支援活

動について情報

交換する場とし

て、今後も継続し

て参加し、支援を

おこなっていく。 

民生委員・児童委

員による子育て

支援 

（福祉課、子育て

支援課） 

 

児童の健全育成を図る団

体などの活動を支援する 

 

（福祉課） 

市協議会及び各地区協議会に児童・母子

福祉部会を設置。各地区での活動のほ

か、市協議会では、9月 3日に施設参観

研修と意見交換会を実施した。 

Ａ 

児童委員として、

知識の習得や地

域での活動を積

極的にされてい

る。 

（子育て支援課） 

主任児童委員会 6回〈6回〉 

児童福祉関係者との情報交換・委員同士

の情報交換を実施している。 

 

Ａ 

会議を通じて主

任児童委員同士

の交流もあり、活

動の質の向上に

つながっている。 

地域の子育て支

援サークルの活

動支援 

（子育て支援課、

地域協働課、生涯

学習課） 

児童の健全育成を図る団

体などの活動を支援する 

 

（子育て支援課） 

サークル 73回〈64回〉 

911人〈953人〉 

 

 

 

Ａ 

昨年度よりサー

クルの回数が増

え、子育て中の保

護者の情報交換

の場となってい

る。 

（地域協働課） 

稲沢市市民活動支援センター登録状況 

・子育て支援関係支援団体 11団体 

            〈11団体〉 

Ｂ 

協力体制、提供情

報の把握に努め

ている。 

（生涯学習課） 

公民館活動団体登録状況 

・子育て関係団体 23団体〈21団体〉 Ｂ 

子育てに関する

勉強会、情報交換

や親子あそびの

場の提供をして

いる。 

保育ママ制度の

確立 

（保育課） 

児童の健全育成を図る団

体などの活動を支援する 

 

保育ママ制度は、主に待機児童対策とし

て実施されるものであるため実施して

いない。 
― 

保育ママ制度は、

主に待機児童対

策として実施さ
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 れるものである

が、稲沢市におけ

る制度の在り方

を含め、検討を進

める。 
 

 主な取り組み (20) 子どもや母親の健康の確保 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

乳幼児健診 

（健康推進課） 

乳幼児の健康を確保する

ため、各種健診・予防接種

を実施する 

 

医療機関で乳幼児健康診査受診票に

て、2回(1か月、6～10か月）無料健診 

・1回目・2回目受診者 延べ1,695件 

             〈1,805件〉 

保健センターでの健診 

・4か月児健康診査 30回 930人 

           〈1,032人〉 

・1歳 6か月児健康診査30回 1,014人 

             〈1,088人〉 

・3歳児健康診査 30回 1,136人 

            〈1,155人〉 

Ａ 

母の育児支援と

児の疾病や障害

の早期発見・対応

を行い、母子が心

身ともに健康な

生活が送れるよ

うに支援してい

る。 

幼児歯科健診 

（健康推進課） 

 

乳幼児の健康を確保する

ため、各種健診・予防接種

を実施する 

 

・1歳児歯科健康診査及び総合歯科 

健康診査（1歳児） 12 回 527人 

            〈598人〉 

・1歳 6か月児歯科健康診査 30回 

1,014人〈1,088人〉 

・2 歳児･2 歳 6 か月児歯科健康診査及

び総合歯科健康診査（2歳・2歳 6か 

月児） 12回 664人〈835人〉 

・3歳児歯科健康診査 30回 1,136人 

             〈1,155人〉 

Ａ 

歯科健診のほか

歯みがき指導、フ

ッ素塗布、栄養指

導もあり、幼児の

健康管理として

充実している。 

予防接種 

（健康推進課） 

乳幼児の健康を確保する

ため、各種健診・予防接種

を実施する 

 

集団接種 

・ＢＣＧ 30 回 981人〈997人〉 

個別接種 

医療機関で年間通じて実施 

・不活化ポリオ 4人〈25人〉 

・4種混合 3,890人〈4,212人〉 

・麻しん・風しん(ＭＲ) 2,131人 

           〈2,186人〉 

・日本脳炎 5,156 人〈5,381人〉 

・ヒブ  3,700人〈4,192人〉 

・小児用肺炎球菌 3,849人〈4,218人〉 

・水痘  1,988人〈2,160人〉 

・Ｂ型肝炎 2,768 人〈3,001人〉 

・ジフテリア・破傷風 1,057人 

          〈972人〉 

・子宮頸がん予防 50 人〈10人〉 

Ａ 

医療機関からの

勧奨の他、訪問

や健診で接種勧

奨を行っている

ため、比較的早

期に接種計画を

立てられる状況

である。罹患を

防ぎ、家族全体

の健康を維持増

進する機会とな

っている。 
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※広域予防接種事業（再掲） 

接種者数人 1,570人〈1,830人〉 

初妊婦教室 

（健康推進課） 

 

健康に関する意識啓発に

努める 

 

初妊婦教室  

年 42回〈43回〉 111人〈126人〉 

 

Ａ 

母子手帳交付時

に妊娠中の生活

等の説明及び、教

室や健診などの

案内をし、男女共

に参画する意識

付けをしている。 

ママパパ教室 

（健康推進課） 

 

健康に関する意識啓発に

努める 

 

年 10回実施 170人〈252人〉 

妊婦 86人〈129人〉 

夫 82人〈123人〉 

その他 2人〈0人〉 

平日 2回〈3回〉、休日8回〈9回〉 

Ａ 

妊娠出産育児に

関する正しい知

識の普及を図り

両親の育児を支

援する。 

プレママごはん 

（健康推進課） 

 

健康に関する意識啓発に

努める 

 

年 5〈6〉回実施 33人〈62人〉 

体調管理、バランス食について講話、

調理実習をしている。 
Ａ 

妊娠を機に自分

や家族の食生活

を見直し、健康づ

くりを実践でき

るように支援す

る。 

リーフレットの

配布、試食会の開

催、親子料理（お

やつ）教室の開催 

（子育て支援課・

保育課） 

「食育」を推進する （子育て支援課） 

ママクッキング 11回〈12回〉 

パパクッキング 1回〈2回〉 

親子クッキング 3回〈5回〉 

アレルギークッキング 1回〈0回〉 

延べ 16回 215人 

Ｂ 

栄養士の指導の

もとでのクッキ

ングを通して情

報交換を通して、

ママやパパの仲

間づくりの支援

をしている。 

（保育課） 

・試食会 

18 公立保育園の新入園児保護者を対

象に給食の試食会を開催（各1回）し、

集団給食の意義を理解し、食への関心

を高めてもらう。 

Ｂ 

食への関心をよ

り一層高めてい

けるよう、充実を

図った。 

離乳食教室 

（健康推進課） 

 

「食育」を推進する 年 15回〈18回〉実施 215人〈252人〉 

Ａ 

離乳食の意義や

作り方を理解し、

ミルクから幼児

食に移行できる

ように支援する。

父親の参加も受

け入れている。 

家庭や地域と連

携した食育の啓

発 

（学校教育課） 

「食育」を推進する 各学校において、「食に関する指導の全

体計画」を作成し、それに基づいて指導

を行った。また、給食試食会や献立表・

給食だよりを通して、各家庭への啓発

を行った。 

Ｂ 

家庭との連携に

努めた。 

親子ふれあいク

ッキングＡ・Ｂ・

「食育」を推進する ・日時： 

Ａ 6月 1日（土）、Ｂ 7月 6日（土）、
Ａ 

カップケーキ作

りを通して、親子
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Ｃ 

（生涯学習課） 

Ｃ 8月 4日（日）（10時～12時） 

・会場：平和町農村環境改善センター 

・参加者：60名〈66名〉 

Ａ ７組〈10組〉15人〈22人〉 

Ｂ 10組〈10組〉23人〈21人〉 

Ｃ 10組〈10組〉22人〈23人〉 

・内容：ＡＢＣとも 「ココアとチョコ

のカップケーキ作り」 

でふれあうこと

ができた。今後も

講座を開き、食育

を進めていく。 

親子ふれあい料

理教室 

（生涯学習課） 

「食育」を推進する ・日時 

Ａ 11月 24日、Ｂ 12月１日、Ｃ 12月

7日（午前 10時～12時・午後1時 30分

～3時 30分） 

・会場：総合文化センター 

・参加者：127名〈135名〉 

Ａ 19組〈20組〉40人〈45人〉 

Ｂ 20組〈20組〉41人〈44人〉 

Ｃ 20組〈20組〉46人〈46人〉 

・内容：クリスマスケーキづくりに挑戦

しよう 

Ａ 

クリスマスケー

キ作りを通して、

親子でふれあう

ことができた。父

親優先の会を設

定した。年末とい

うこともありた

くさんの応募が

あった。今後も講

座を開き、食育を

進めていく。 

 

 主な取り組み (21) 児童虐待防止策の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

児童虐待防止の

充実 

（子育て支援課、

健康推進課、学校

教育課） 

虐待を受けている子ども

の早期発見とその後の被

害者を支援する。また、養

護者（家族等）の支援を行

い、その負担軽減を図る 

 

（子育て支援課） 

要保護児童対策協議会において関係機

関と情報共有し、連携しながら支援を行

っている。 

代表者会議    1回〈1回〉 

実務者会議    12回〈12回〉 

個別ケース会議  13回〈４回〉 

Ａ 

関係機関と連携

して対応してい

る。また、早期に

発見できるよう、

児童虐待専用の

電話番号189の普

及に努めた。 

（健康推進課） 

・妊娠届出の際、保健師が面接（ハイリ

スク妊婦の把握と産後うつ対策として

の妊娠に関するアンケートを実施）し、

必要時養育支援を行った。 

 妊娠届出数 932人〈1,024人〉 

 ハイリスク妊婦 258人（27.7％） 

        〈188人（18.4％）〉 

・乳幼児保健指導(健康診査・健康相談・

家庭訪問等)の際、虐待を受けている(疑

いを含む)ものに対し、養育に関する指

導・助言等を行った。 

・子育て支援関係者連絡会議 11回 

              〈2回〉 

Ａ 

妊娠期から子育

て期にかけて、家

族支援を含めて

継続的な支援が

できている。 

（学校教育課） 

要保護児童対策協議会を始め、関係各
Ｂ 

市･学校・地域等

関係機関の連携
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課と連携をとりながら、虐待等につい

ての早期発見・早期対応に努めた。 

による防止に努

めた。 

 

 主な取り組み (22) 子どもの安全の確保 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

交通安全教育 

（危機管理課） 

 

交通安全を確保する活動

を推進する 

幼児交通安全教室 

・カンガルークラブの保育園において、

信号機の見方、歩行の仕方等を指導し

た。 

児童交通安全教室 

・市内 21小学校区において、信号機の

見方、横断歩道の渡り方、自転車の乗り

方等を指導した。 

カンガルークラブリーダー研修会 

・カンガルークラブ役員（保護者、主に

母親）を対象に、愛知県警察交通安全教

育チーム「あゆみ」を講師に招き、幼児

を指導する方法等を学んだ。 

Ｂ 

市交通指導員が

中心となり、警察

や関係団体と連

携し、模擬信号

機、踏切等を用い

て、分かりやすく

交通ルールを習

得できるよう工

夫している。 

チャイルドシー

トの着用の啓発 

（危機管理課） 

交通安全を確保する活動

を推進する 

 

・交通立哨時にサイン板により着用の

徹底を図った。 

・春・夏・秋・年末の交通安全運動期

間に合わせ、広報に掲載し啓発した。 

Ｂ 

死亡事故に直結

する重要な啓発

なので、更に、徹

底していきたい。 

防犯などの情報

提供 

（危機管理課） 

犯罪などから子どもを守

る活動を推進する 

稲沢市地域安全推進リーダー等に、犯罪

や交通事故情報を提供することにより、

活動の支援を行った。 Ｂ 

犯罪情報を提供

することにより、

それぞれの団体

の活動につなげ

てもらう。 

防犯講習会 

（危機管理課） 

 

犯罪などから子どもを守

る活動を推進する 

稲沢市地域安全推進リーダー会を 2 月

20 日に開催し、その中で警察署職員に

よる講話を行った。 

参加者：49人〈61人〉 

Ｂ 

犯罪等の実情を

確認することで、

地域での防犯活

動等の推進につ

ながる。 

スクール・ガード 

（学校教育課） 

 

犯罪などから子どもを守

る活動を推進する 

各小学校ごとにボランティアを募り、登

下校時の移動の安全確保に向けて、活動

を行った。 
Ｂ 

地域が協力して

子どもを守る体

制の整備に努め

た。 

防犯ブザー携帯

による対応 

（学校教育課） 

犯罪などから子どもを守

る活動を推進する 

 小学校入学時に全児童に防犯ブザーを配

布し、使い方の指導を実施した。 

 令和 2年度入学児童用 1,280個 

            〈1,275個〉 

Ｂ 

自己防衛意識の

醸成に努めた。 

子ども 110 番の

家の指定 

（学校教育課） 

犯罪などから子どもを守

る活動を推進する 

「こども 110番の家」や「かけこみ 110

番・119番」が増えていくよう、地域と

情報交換を、各学校では、安全マップに

記載するなど周知に取り組んだ。 

Ｂ 

地域が協力して

子どもを守る体

制の整備に努め

た。 
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セーフティ・プラ

スワン事業 

（学校教育課） 

※新規掲載事業 

（H29までは多様

な学習活動支援

事業） 

犯罪などから子どもを守

る活動を推進する 

下校時の児童の安全確保を目的として、

地域の方にも協力をいただきながら、23

〈11〉校の全小学校で実施した。 

Ａ 

安全確保だけで

なく、様々な体験

学習の場となる

よう全小学校で

の実施に努めた。 

パトロール活動 

（生涯学習課） 

 

犯罪などから子どもを守

る活動を推進する 

指導員人数 60 人(14班) 

・毎月 2回、街頭指導活動 

※3 月は新型コロナウイルス感染症拡

大防止のため中止 

・声かけ人数 893人〈997人〉 

・夏まつり会場でのパトロールの実施 

・大型店舗での街頭啓発活動の実施 

Ｂ 

専用のベスト、名

札着用での定期

的な活動と積極

的な声かけによ

り子どもを中心

に地域の安全を

維持している。 

有害図書確認 

（生涯学習課） 

 

有害環境浄化活動を推進

する 

街頭指導活動時、図書を販売する店舗や

公園等に有害図書が無いか確認してい

る。 
Ｂ 

今後も継続して、

有害図書が青少

年の目に触れな

いようにする。 

  

主な取り組み (23) 子どもの遊び場の整備 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

児童館・児童セン

ター 

（子育て支援課） 

子どもが安心して利用で

きる施設の整備を図る 

公立児童館 2館〈2館〉 

公立児童センター 8館〈8館〉 

私立児童館 1館〈1館〉 Ｂ 

施設の維持管理

に努め、地域の協

力を得ながらさ

まざまな行事を

行っている。 

児童遊園、地区広

場、ちびっ子広場 

（子育て支援課） 

子どもが安心して利用で

きる施設の整備を図る 

・児童遊園 48ヶ所〈48ヶ所〉 

・ちびっこ広場 7ヶ所〈7ヶ所〉 

・地区広場 41ヶ所〈41ヶ所〉 
Ａ 

随時巡回を行う

とともに、樹木の

管理や遊具点検

等、安全に配慮し

て施設整備を行

っている。 

都市公園の整備 

（都市整備課） 

 

子どもが安心して利用で

きる施設の整備を図る 

・都市公園 61ヶ所〈60ヶ所〉 

Ａ 

子どもが安心し

て利用できるよ

う、公園施設の維

持管理に努めた。 

◆数値目標 

項  目 

目標とする数値 
第２次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2005（平成 17）

年度 
２０１９（令和元）年度 

市民 1人当たりの都市公園

面積 

（都市整備課） 

５．１０㎡ ４．９３㎡ ３．８０㎡ 
４．９５㎡  

〈４．９３㎡〉 
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 基本的課題 ２．高齢者支援等の推進 

 主な取り組み (24) 介護予防のための支援 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

認知症予防教室、

いきいきヘルス

体操、栄養改善、

口腔ケア 

（高齢介護課） 

いきいきヘルス高齢者に

対して予防教室を開催す

る 

介護予防事業が平成29年度に介護予

防・日常生活支援総合事業に移行した

ことで、いきいきヘルス高齢者は廃止

になり、一般介護予防事業と総合事業

を実施した。 

一般介護予防事業 

・手はじめ体操 240回〈169回〉 

2,268人〈1,331人〉 

男性327人〈147人〉 

女性1,941人〈1,184人〉 

・脳の健康講座  8回〈4回〉 

222人〈123人〉 

男性49人〈123人〉 

女性173人〈88人〉 

・認知症出張講座 20回〈20回〉 

490人〈891人〉 

男性173人〈296人〉 

女性317人〈595人〉 

総合事業 

・機能訓練事業  241回〈143回〉 

672人〈569人〉 

男性143人〈132人〉 

女性529人〈437人〉 

・栄養指導  4回〈0回〉4人〈0人〉 

Ｂ 

高齢者の介護予

防の場となって

いるが、さらにニ

ーズを把握し、事

業を推進する必

要がある。 

 

主な取り組み (25) 地域における自立への支援の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

高齢者交通安全

啓発活動 

（危機管理課） 

高齢者が安心して暮らせる

環境の整備を図る 

高齢者と園児を対象とした交通安全教

室 
・実施日 8月 28日 
・場所 ＡＩＫＥＩふれあいの里 
・内容 交通安全講習 
・実施日 9月 10日 
・場所 法立保育園 
・内容 交通安全講習 
シルバー交通安全講習会 
・実施日 10月 18日 
・場所 市勤労福祉会館 
・内容 標語表彰、交通安全講習 

Ｂ 

県内の交通事故

死者数のうち、高

齢者が半数以上

を占めている。薄

暗い時間帯に自

宅付近を歩行中

の事故が多く発

生している。よっ

て、外出時におけ

る反射材着用等

の啓発をしてい

くことで、交通事

故数の減少を目
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指す。 

防災マップの整

備 

（危機管理課） 

高齢者が安心して暮らせる

環境の整備を図る 

平成 27 年度に全戸配布し、市公式ホー

ムページにて公表している。 

Ａ 

各地域における

利活用を促し、避

難経路の再確認

等を推進してい

きたい。 
高齢者生きがい

対策事業 

（高齢介護課） 

高齢者が生きがいを持てる

学習活動等の支援をする 

高齢者芸能大会 

・実施日 8月 6日（火） 

・場所 名古屋文理大学文化 

フォーラム 中ホール 

・参加者 47組〈52組〉81人〈102人〉 

高齢者囲碁大会・将棋大会 

・実施日 1月 18日（土） 

・場所 老人福祉センターさくら館 

・囲碁大会 参加者 68人〈79人〉 

・将棋大会 参加者  7人〈13人〉 

シルバースクール・趣味の教室 

・盆栽、陶芸、民謡、書道、絵画、舞踊、

カラオケ、ゲートボール、社交ダンス、

いきいき健康体操、料理の 11 講座を開

設した。 

・実施日 令和元年 6月～令和 2年 2月 

・場所 老人福祉センターさくら館、総

合文化センター 

・教室数 11教室〈11教室〉 

・参加者 226人〈170人〉 

高齢者趣味の作品展 

・趣味の教室等で制作された作品を展示

し、成果発表の場を提供した。 

・実施日 10月 16日～10月17日 

・場所 勤労福祉会館多目的ホール 

・出品者 179人〈166人〉 

・出品数 179点〈166点〉 

Ａ 

高齢者の生きが

い活動の発表の

機会となってい

る。 

高齢者ふれあい

サロン事業 

（高齢介護課） 

高齢者が生きがいを持てる

学習活動等の支援をする 

各地域のふれあいサロン開設者に委託

して実施した。 

・46ヶ所〈40ヶ所〉 

・1,059回〈1,013回〉開催  

・17,446人〈16,419人〉 

Ａ 

高齢者の介護予

防、生きがいづく

りに貢献してい

る。 

老人クラブ活動

事業 

（高齢介護課） 

高齢者が生きがいを持てる

学習活動等の支援をする 

地域での高齢者生きがい活動、奉仕活

動、スポーツ活動を実施し高齢者の健

康作りを図った。 

・地区クラブ数169〈170〉クラブ 

・クラブ会員数 14,260人〈16,419人〉 

・社会奉仕活動やスポーツ大会等の開催 

Ａ 

高齢者の生きが

いづくりに貢献

している。 

成人大学、寿教室 

（生涯学習課） 

 

高齢者が生きがいを持てる

学習活動等の支援をする 

成人大学前期講座 

・実施日 5月 17日～6月 14日(全 5回) 

・場所 名古屋文理大学文化フォーラム 

Ａ 

「いろいろなジ

ャンルの話を聞

くことができ毎
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・延べ参加者 408人〈400人〉 

(男性 67〈65人〉、女性40〈46人〉) 

成人大学後期講座 

・実施日 9月 6日～10月 4日(全 5回) 

・場所 名古屋文理大学文化フォーラム 

・延べ参加者 304人〈364人〉 

(男性 47人〈57人〉、女性 28人〈31人〉） 

寿教室（稲沢地区） 

・開催日 5月～11月（各地区全 6回） 

・場所 公民館(千代田､大里東､下津） 

・延べ参加者 519人〈500人〉 

(男性 50人〈61人〉､女性 96人〈80人〉) 

寿教室（平和地区） 

・開催日 6月～11月（全6回） 

・場所 平和町農村環境改善センター 

・延べ参加者 226人〈234人〉 

(男性 27人〈25人〉､女性 35人〈32人〉) 

寿教室（祖父江地区） 

・開催日 6月～12月（各全7回：火曜日

コース、木曜日コース） 

・場所 祖父江町勤労青少年ホーム 

・延べ参加者 243人〈350人〉 

(男性 35人〈42人〉､女性 40人〈66人〉)  

回楽しみ」と成人

大学講座、寿教室

とも多くの高齢

者の方々が楽し

みにしている事

業で、毎年継続し

て受講される方

が多い。成人大学

講座は男性が、寿

教室は女性の参

加が多い傾向と

なっている。「知

らないことの出

会いがあり、来年

も是非続けてく

ださい」という要

望も多い。 

 今後も多様な

講座を企画し、男

女とも満足度の

高い講座を提供

いていく。 

◆数値目標 

 

 主な取り組み (26) 地域で自立して暮らせるための支援 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

ホームヘルプサ

ービス事業 

（高齢介護課） 

高齢者が地域で安心して、

また自立して暮らすこと

ができるよう、福祉サービ

スの充実を図る 

社会福祉協議会に委託し、要介護認定、

事業対象チェックリスト非該当とされ

た虚弱な高齢者にホームヘルパーを派

遣し、自立支援を行った。 

・利用人数 1人〈2人〉 

・延べ利用回数 46回〈48回〉 

・利用料金 所得による負担割合 

Ａ 

日常生活に支障

のある方に支援

を行っている。 

給食サービス事

業 

（高齢介護課） 

高齢者が地域で安心して、

また自立して暮らすこと

ができるよう、福祉サービ

スの充実を図る 

業者に委託し、虚弱な高齢者に週5日

(月～金)昼食を配食し自立支援を行っ

た。 

・利用人数 686人〈420人〉 

Ａ 

ひとり暮らし高

齢者等に対し、栄 

養改善及び安否

確認を図ってい

項  目 

目標とする数値 
第２次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2005（平成 17）

年度 
２０１９（令和元）年度 

高齢者ふれあいサロンの運

営所数 

（高齢介護課） 

３４か所 ２７か所 ８か所 
４６か所  

〈４０か所〉 



- 26 - 
 

(延べ人数5,204人〈5,134人〉) る。 

緊急通報システ

ム事業 

（高齢介護課） 

高齢者が地域で安心して、

また自立して暮らすこと

ができるよう、福祉サービ

スの充実を図る 

ひとり暮らしのかた等の急病や災害時

に緊急ボタンを押すことで助けを求め

ることが出来る緊急通報機器を設置

し、24時間 365日の相談・援助対応を

民間事業者に委託することで、高齢者

の安心な生活を確保した。 

・利用人数 684人〈679人〉 

・利用料金 設置費、機器利用料及び緊

急通報時の通話料は無料 

Ａ 

ひとり暮らし高

齢者等の不安軽

減を図ることが

できる。 

寝具洗濯乾燥サ

ービス事業 

（高齢介護課） 

 

高齢者が地域で安心して、

また自立して暮らすこと

ができるよう、福祉サービ

スの充実を図る 

寝たきりやひとり暮らしのかたの寝具

を洗濯乾燥し生活支援を行った。 

・実施月 7・11・2月 年 3回 

・利用人数 77人〈71人〉 

・利用料金 無料 

Ａ 

寝たきりやひと

り暮らし高齢者

の負担軽減を図

る。 

 

 主な取り組み (27) 高齢者にやさしいまちづくりの推進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

シルバーハウジ

ングなどの整備

促進 

（高齢介護課、建

築課） 

市営住宅の新築等の際は、

高齢者に配慮した住まい

の確保を図る 

（高齢介護課） 

県営高御堂住宅のシルバーハウジング

27戸に週2回ＬＳＡ（ライフサポートア

ドバイザー）を派遣し、安否確認と生

活相談を行なった。 

Ａ 

高齢者が安心し

て暮らせる住宅

の確保を図る。 

（建築課） 

市営住宅の新築等がなかったため実績

しなかった。 

 

― 

現在は市営住宅

の新築計画がな

いため、実施する

ことはない 

バリアフリー化

の推進 

（都市整備課、建

築課） 

 

公共施設などの段差解消、

トイレの改修等を整備す

る 

（都市整備課） 

今年度は対象となる公園施設がなかっ

たため実施できなかった。 

 

 

― 

今後は老朽化し

た公園施設の改

修にあわせ、バリ

アフリー化を進

める。 

（建築課） 

中央子育て支援センター、稲葉宿本陣

跡ひろば、稲沢西地区1号公園、名鉄

上丸渕駅に洋式便所を設置し、バリア

フリー化に努めた。 

Ａ 

今後も、順次整備

を進めていく。 

歩道の凹凸解消 

（土木課） 

道路及び歩道環境の整備

を図る 

歩道内根上がり等による凸凹について

緊急度に応じて修繕を実施 
Ｂ 

必要に応じて修

繕していく。 
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◆数値目標 

 

 主な取り組み (28) 高齢者が安心して暮らせるための支援 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

避難行動要支援

者名簿の整備 

（危機管理課、福

祉課、高齢介護

課） 

※新規掲載事業 

 

避難行動要支援者の災害

時の支援体制の構築を図

る 

（危機管理課） 

平成 29年度から名簿を作成し、稲沢市

消防本部、稲沢警察署、稲沢市社会福祉

協議会、民生委員等に名簿を提供してい

る。 

Ａ 

災害時に備え、各

地域における名

簿の作成・活用を

促進していきた

い。 

（福祉課） 

システムの導入により、各課でデータの

共有ができるようになった。 

Ｂ 

避難行動要支援

者支援体制を整

える。 

（高齢介護課） 

新たな対象者を年１回抽出しデータを

危機管理課に提出。避難行動要支援者シ

ステムを導入したことにより、端末を通

じ、情報共有することが出来た。 

Ｂ 

避難行動要支援

者支援体制の整

備を図る。 

避難行動要支援

者個別計画の作

成 

（危機管理課、福

祉課、高齢介護

課） 

※新規掲載事業 

 

避難行動要支援者の災害

時の支援体制の構築を図

る 

（危機管理課） 

一部地域において避難行動要支援者個

別計画を作成した。 

 

Ｂ 

今後も未作成地

域の個別計画の

作成を促進し、災

害に対応できる

体制を目指す。 

（福祉課） 

避難行動要支援者個別計画の作成のた

め、避難行動要支援者支援システムを導

入した。 

Ｂ 

避難行動要支援

者支援体制の整

備を図る。 

（高齢介護課） 

避難行動要支援者個別計画の作成のた

め、避難行動要支援者支援システムを導

入した。 

Ｂ 

避難行動要支援

者支援体制の整

備を図る。 

広報、出前講座に

よる啓発 

（高齢介護課） 

認知症高齢者ケアの充実

を図る 

各地区の老人クラブ等からの依頼によ

り地区に出向き、高齢者福祉サービスの

説明を行った。 

5〈2〉講座 参加人員 112人〈55人〉 

Ａ 

高齢者に関する

各種サービスの

周知を図る。 

認知症の進行防 認知症高齢者ケアの充実 認知症初期集中支援チームを設置し、早 Ａ 認知症本人、家族

項  目 

目標とする数値 
第２次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2005（平成 17）

年度 
２０１９（令和元）年度 

シルバーハウジングの整備

促進 

（高齢介護課） 

２７戸 ９戸 ０戸 
２７戸  

〈２７戸〉 

公共施設のバリアフリーの

整備 

（建築課） 

４８施設 ４４施設 ２５施設 
５３施設  

〈４９施設〉 
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止と予防対策の

充実 

（高齢介護課） 

を図る 期診断及び早期対応に向けた支援体制

を構築した。 

相談件数 72件〈52件〉 

の相談を受け、病

院、各種サービス

に結びつけ、負担

の軽減を図る。 

外出支援サービ

ス事業 

（高齢介護課） 

家族介護者への支援を図

る 

介護度が 3・4・5の方に対し、生きがい

活動支援や医療機関への通院のため自

宅から目的地までの送迎を行った。 

・利用回数 月 2回（1回は片道） 

・利用時間 午前 10時～午後４時 

・利用料金 無料 

・利用人数 456人〈441人〉 

・延べ利用回数 1,989回〈2,418回〉 

Ａ 

中・重度の在宅要

介護者を介護す

る家族の負担軽

減を図る。 

訪問理美容サー

ビス事業 

（高齢介護課） 

家族介護者への支援を図

る 

介護度が 3・4・5の方に対し、居宅まで

訪問し頭髪のカットを行った。 

・利用回数 2か月に1回（年間 6回） 

・利用時間 午前 10時～午後4時 30分 

・利用料金 無料 

・利用人数 461人〈412人〉 

・延べ利用回数 951回〈905回〉 

Ａ 

中・重度の在宅要

介護者を介護す

る家族の負担軽

減を図る。 

介護用品支給事

業 

（高齢介護課） 

家族介護者への支援を図

る 

介護度が4・5の方を在宅で介護してい

る家族に対し、年間75,000円以内の介

護用品の購入券を交付し生活支援を行

った。 

・利用人数 39人〈39人〉 

（紙おむつ、尿取パット、使い捨て手

袋ほかの購入費補助） 

Ａ 

重度の在宅要介

護者を介護する

家族の経済的負

担の軽減を図る。 

徘徊高齢者家族

支援事業 

（高齢介護課） 

家族介護者への支援を図

る 

認知症高齢者が徘徊による行先不明に

なった場合、早期に発見できる位置探知

システム端末機を家族に貸与した。 

・利用人数 5人〈7人〉 

（男性 4人〈5人〉・女性1人〈2人〉） 

Ａ 

徘徊高齢者を在

宅で介護する家

族の負担軽減を

図る。 

家族介護者交流

事業 

（高齢介護課） 

家族介護者への支援を図

る 

在宅で介護している家族が介護者交流

会の参加を通して心身のリフレッシュ

及び学びの機会として実施した。 

・年 3回実施  

利用人数延べ 26人〈28人〉 

Ａ 

在宅で介護を行

う介護者の心身

のリフレッシュ

を図る。 

認知症介護家族

支援事業 

（高齢介護課） 

家族介護者への支援を図

る 

認知症の方を介護している家族を対象

に年 12回の交流会を実施し、認知症の

方と家族が安心して在宅生活が営まれ

るように、日頃の介護で不安に思うこと

などを話し合う場を提供した。 

Ａ 

認知症の方とそ

の家族の負担軽

減を図る。 

高齢者等安心お

かえりネットワ

ーク事業 

（高齢介護課） 

※新規掲載事業 

家族介護者への支援を図

る 

認知症高齢者の情報を事前に登録し、徘

徊により行方不明になった場合、事前に

登録した協力事業所へ情報を発信する。 

・利用人数 65人〈61人〉 

(男性 29人〈30人〉・女性 36人〈31人〉）  

Ａ 

認知症の方の安

全を図る。 
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 主な取り組み (29) 高齢者の虐待防止対策の推進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

高齢者の虐待防

止対策 

（高齢介護課） 

虐待を受けている高齢者

の早期発見とその後の被

害者を支援する。また、養

護者（家族等）の支援を行

い、その負担軽減を図る 

地域包括支援センターや介護保険事

業所及び民生委員等からの通報に対

し、早期の適切な対応に努めた。 

市への新規相談件数 42件〈42件〉 

Ａ 

今後も関係機関

と連絡を取りな

がら被害者の支

援に努める。 

 

 主な取り組み (30) 高齢者相談の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

高齢者健康よろ

ず相談 

（高齢介護課） 

高齢者の悩みごとを解消

するために、相談事業を充

実する。 

（高齢介護課） 

市内の老人福祉センター等 8 か所で実

施した。 

・開催回数 46回〈40回〉 

・相談件数 210件〈169件〉 

（内訳：健康に関する相談 207件〈166

件〉、生きがい 1件〈3件〉、その他 2件） 

Ａ 

高齢者健康よろ

ず相談の内容を

健康に関する相

談に変更した。相

談内容によって

は健康推進課と

連携し、地域包括

支援センター等

と高齢者への暴

力被害防止支援

に努める。 

今後増加が予想される高

齢者への暴力に対する相

談窓口の充実を検討する 

 

高齢者の悩みごとを解消

するために、相談事業を充

実する。 

 

 主な取り組み (31) 障害者と暮らしている家族のかたへの支援 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

短期入所事業 

（福祉課） 

 

障害者のかたと暮らして

いる家族のかたの負担を

軽減するため、障害者サー

ビスを充実する 

当事者や家族の利用ニーズに応えられ

るよう、サービス利用の支援を行って

いる。 Ａ 

相談支援専門員

や事業所間での

情報共有を行い、

家族の負担軽減

を図る。 
居宅介護事業 

（福祉課） 

 

障害者のかたと暮らして

いる家族のかたの負担を

軽減するため、障害者サー

ビスを充実する 

当事者や家族の利用ニーズに応えら

れるよう、サービス利用の支援を行っ

ている。 
Ａ 

身体介護等を行

うことにより、家

族の負担軽減を

図る。、 

地域自立支援協

議会の組織強化 

（福祉課） 

※新規掲載事業 

障害者のかたと暮らして

いる家族のかたの負担を

軽減するため、障害者サー

ビスを充実する 

本会議や分野別部会のほか、作業部会

や事業所連絡会を開き、協議や勉強会

を行った。 

全体会 １回 本会議 ２回 

分野別部会 ３部会 計９回 

運営会議 ３回 作業部会 13回 

事業所連絡会 23回 

Ａ 

地域の課題につ

いての協議や情

報共有、事例検討

等を行い、課題解

決を図る。 
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■ 男女共同参画審議会のコメント 

基本目標 Ⅲ 少子・高齢社会に対応した福祉の充実 

・子育て、介護において、その担い手を女性ばかりに頼るのではなく、社会で支える施策、資源の活用を図ってい

ただきたい。 

・当事者が適した情報を得られ、それぞれの状況を負担に思うのではなく、社会でその負担を軽減するような取り

組みを検討していただきたい。 

・子どもの安全確保は重要な課題であるので、施策の充実を図っていただきたい。 

・「病後児保育」「特定保育」の対応がなく、夜間保育、休日保育の対応も少ないため、小さな子どもを抱えながら

働く母親を支えるためには、さらに充実した支援を検討していただきたい。 
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 基 本 目 標 Ⅳ．男女平等に基づく労働環境の整備 

 基本的課題 １．労働環境の整備 

 主な取り組み (32) 事業所への男女共同参画に関する啓発 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

事業所への男女

共同参画啓発 

（商工観光課） 

 

市内事業所に対して、男女

共同参画に関する啓発を

検討する 

市内事業所への啓発として、事業所向

けのパンフレット等が提供された場合

は、窓口に開架するとともに、商工会議

所や商工会へ配布依頼をしている。 

また、講座等の情報について、情報提供

している。 

Ｂ 

平成 30 年度にお

いては女性就業

促進に向けた講

座を開催し、経済

団体に対し職員

の参加を促した。 

市内事業所に対して、男女

共同参画に関する講座等

への派遣依頼を検討する 

 

 主な取り組み (33) 育児・介護休業の啓発と取得促進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

育児・介護休業の

啓発と取得促進 

（商工観光課） 

 

市内事業所に対して男女

がともに育児・介護休業の

積極的な取得がされるよ

う啓発する 

従業員が育児・介護休暇を取得しやす

い環境作り等に取り組めるような啓発

パンフレット等が提供された場合は、

窓口に開架するとともに、商工会議所

や商工会へ配布依頼をしている。 

Ｂ 

国・県から提供を

受けたパンフレ

ットを開架、配布

依頼した。 

 

 主な取り組み (34) 家族経営協定の周知及び締結の促進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

家族経営協定の

周知及び締結の

促進 

（農務課） 

女性や後継者がやりがい

を持って農業や自営業に

参画できるよう、休日や給

与、役割分担と責任を明確

にする家族経営協定につ

いて周知するとともに、協

定締結の促進を図る 

農家に対し、本協定を周知しつつ協定

締結を図ったもの。 

・新規締結農家数 1戸 

Ａ 

愛知県と協議し

つつ、翌年度以降

も周知及び締結

促進を目指す。 

◆数値目標 

 

 

 

 

項  目 

目標とする数値 
第２次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2005（平成 17）

年度 
２０１９（令和元）年度 

（文書による）家族経営協

定締結（農家）数 

（農務課） 

５５戸 ５３戸 ２１戸 
５３戸  

〈５２戸〉 
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 主な取り組み (35) 企業における女性の管理職比率の向上促進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

企業における女

性の管理職比率

の向上推進 

（商工観光課） 

市内事業所に対し、女性の

管理職登用が促進される

よう、啓発方法を検討する 

女性の管理職登用に積極的に取り組め

るよう、男女共同参画に関する啓発パ

ンフレット等が提供された場合は、窓

口に開架するとともに、商工会議所や

商工会へ配布依頼をしている。 

Ｂ 

国・県から提供を

受けたパンフレ

ットを開架、配布

依頼した。 

 

 主な取り組み (36) 事業所における職場内保育の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

事業所における

職場内保育の充

実 

（保育課、商工観

光課） 

職場内への託児所設置を

働きかけることにより、乳

幼児を持つ親が働きやす

い環境をつくることがで

きるよう働きかける 

（保育課） 

厚生病院、市民病院、六輪病院、ﾔｸﾙﾄ、

竜ちゃんルーム、マミーズ保育園、すず

の郷わらべ館、このめほいくえん ８施

設 

Ｂ 

保育サービスの

充実に努めるこ

とにより、仕事等

と子育ての両立

を支援していく 

（商工観光課） 

未実施 Ｄ 
市内事業所への

啓発について検

討していく 
 

 主な取り組み (37) ファミリー・フレンドリー登録企業のＰＲと啓発 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

ファミリー・フレ

ンドリー企業の

ＰＲと啓発 

（商工観光課） 

ファミリー・フレンドリー

企業に登録された事業所

を広報紙などで紹介し、企

業への普及に努める 

市ホームページに、ファミリー・フレ

ンドリー企業の概要と、「愛知県ファミ

リー・フレンドリー企業登録制度」の

紹介をしている。 

Ｂ 

取組みは大企業

から中堅企業に

広がっている。 

◆数値目標 

注：2007（平成 19）年7月より登録制度に変更 

 

 

 

 

 

 

 

項  目 

目標とする数値 
第２次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2005（平成 17）

年度 
２０１９（令和元）年度 

ファミリー・フレンドリー

登録企業 

（商工観光課） 

２７社 ２２社 ３社 
２５社  

〈２５社〉 
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 基本的課題 ２．男女の職業生活と家庭・地域生活の両立支援 

 主な取り組み (38) 仕事と子育て、介護の両立のための情報提供 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

仕事と子育て、介

護の両立のため

の情報提供 

（地域協働課） 

 

仕事を中断する要因とし

て、出産、子育て、介護な

どが挙げられますが、仕事

と両立していくためのア

ドバイス等の情報を提供

することに努める 

稲沢ケーブルテレビの活用等や男女共

同参画推進団体の行事や課主催の講座

において、パンフレット等を用いてワー

クライフバランスの積極的なＰＲを計

画しておりましたが、十分に実施するこ

とができなかった。 

Ｃ 

ケーブルテレビ

での啓発を含め、

より効果的な啓

発を行えるよう、

実施内容を検討

していく。 
 

主な取り組み (39) 労働時間短縮や新しい就労形態の普及 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

労働時間短縮や

新しい就労形態

の普及 

（商工観光課） 

夫婦が協働して子育てや

介護をするため、労働時間

の短縮やフレックスタイ

ム、ワークシェアリングな

どの質の高い就業形態の

普及に努める 

女性のための就業支援として、「女性の

再就職セミナー」を実施し、女性の再就

職に対する不安や悩みを和らげ、その

意欲と自信の向上を図った。 
Ａ 

女性の就業促進に

向け、関係機関と連

携して子育て中の

女性を対象に出張

相談を実施した。 

 

 主な取り組み (40) 労働相談体制の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

母子就業相談 

（子育て支援課） 

 

就業相談の充実を図る ・母子自立支援員により実施 

就業相談 2件〈13件〉 
Ａ 

母子父子家庭の

自立促進のため

引き続き支援を 

実施していく。 

労働相談 

（商工観光課） 

 

就業相談の充実を図る 労働相談 

・相談日：毎月第 2木曜日 

・場所：市役所相談室 

・相談件数：11件〈0件〉 

Ａ 

労働者及び雇用

者を対象とした

労働相談窓口を

開設した。 

 

 主な取り組み (41) 生涯学習講座に統合されたため削除 

  

主な取り組み (42) 女性農業者の活動支援の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

女性農業者の活

動支援の充実 

（農務課） 

 

 

女性農業者による生活改

善、役割向上などについて

活動を支援する 

女性農業者に対し、経営者

としての能力向上を図る

農村生活アドバイザーの活動支援 

・男女共同参画研究会、講演会、視察研

修会の参加 

・消費生活展、そぶえイチョウ黄葉まつ

り、いなざわ梅まつりへの出店 

Ａ 

研修会やイベン

トなどへの参加

を通じて、女性農

業者の視点から

農業生活の向上
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 ための研修を実施する 

県が認定する農村生活ア

ドバイザーを活用し、女性

農業者の労働条件の向上

をめざした活動を支援す

る 

・農産物加工の研修活動 を図る。 

  

主な取り組み (43) 商工会議所等が開催する講座の支援 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

商工会議所等が

開催する講座の

支援 

（商工観光課） 

 

商工会議所等が開催する

起業セミナー、パソコン講

座など女性の再チャレン

ジにつながる講座を支援

する 

各種講座、セミナーの開催案内を広報

に掲載した（年 20件〈20件〉) 

Ａ 

商工会議所・商工

会等関係団体の

主催講座を、広報

で案内した。 

  

基本的課題 ３．市役所における男女共同参画の推進 

主な取り組み (44) 育児休業・介護休暇の取得しやすい職場の環境整備 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

育児休業・介護休

暇の取得しやす

い職場の環境整

備 

（人事課） 

男性職員が育児休業・介護

休暇を取得しやすくする

ための環境整備を図る 

育児休業を取得した職員 23名のうち

22 名が女性職員、男性職員が 1 名で

あった。 

Ｂ 

女性の職業生活

における活躍の

推進に関する法

律に基づき、平

成27年度に策定

した「稲沢市に

おける女性職員

活躍の推進に関

する特定事業主

行動計画」に基

づき、組織全体

で継続的に 女

性職員、男性職

員とも活躍でき

る職場の環境整

備に取り組ん

だ。 

  

主な取り組み (45) 育児休業・介護休暇からの復帰支援環境整備 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

育児休業・介護休

暇からの復帰支

援環境整備 

育児休業・介護休暇の取得

者には、復帰後仕事の支障

が少なくなるよう、職場の

育児休業、介護休暇取得中の職員が復

職した場合の給料調整については、他

の理由（病気休職等）によるものに比べ

Ｂ 

「稲沢市職員の

育児休業等に関

する規則に基づ
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（人事課） 

 

状況を定期的に連絡する

など情報の提供に努める 

て有利な方法としている。なお、介護休

暇からの復帰については、給与上の特

段の措置は講じていない。 

育児と仕事の両立を支援するため、育

児短時間勤務制度及び部分休業制度を

設けて職場へ復帰しやすいよう整備し

ている。 

令和元年度 取得者内訳 

育児短時間勤務 11名〈5名〉 

部分休業 8名〈8名〉 

く復職時等にお

ける号給の調整

方法に関する基

準」を定め、運用

している。 

適時、制度を紹介

することによっ

て育児短時間勤

務制度等を利用

しやすくなり、ス

ムーズに職場復

帰している。 

  

主な取り組み (46) 課長職以上の管理職へ女性の登用促進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

課長職以上の管

理職へ女性の登

用促進 

（人事課） 

課長職以上に占める女性

職員の比率向上に努める 

現在一般職では、女性の管理職の数は、

次長級で 1名〈1名〉（7.14％）〈6.60%〉、

課長級で 6名〈5名〉（13.0％）〈10.6%〉、

主幹級で 38名〈39名〉（26.6％）〈26.8%〉

の計 45人となっている。 

部長級 11名〈11名〉 

（うち女性 0名〈0名〉 

次長級 14名〈15名〉 

（うち女性 1名〈1名〉 

課長級 46名〈47名〉 

（うち女性 6名〈5名〉 

主幹級 143名〈145名〉 

（うち女性 38名〈39名〉 

Ｂ 

一般職で女性職

員の登用に努め

たが、まだまだ少

ない。今後も職員

の適性や能力を

正当に評価し、登

用を促進してい

く。 

◆数値目標 

 

 

主な取り組み (47) 女性職員を自治大学校に派遣するなどの能力開発支援 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

女性職員を自治

大学校に派遣す

るなどの能力開

女性が研修に参加しやす

い環境整備を図るととも

に、自治大学校に派遣する

「稲沢市職員人材育成基本方針」に基

づき、職員の能力開発や資質向上を図

るため、男女を問わず自治大学校等へ

Ｂ 

女性職員の更な

る能力開発を図

るため、派遣研修

項  目 

目標とする数値 
第２次中間改訂

時の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）年

度 

2014（平成 26）

年度 

2006（平成 18）

年度 
２０１９（令和元）年度 

課長職以上の管理職に占める

女性職員の割合（一般職） 

（人事課） 

１２．０％ ６．８％ １．５％ 
９．９％  

〈８．２％〉 
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発支援 

（人事課） 

など女性職員の能力開発

に努める 

の派遣研修を周知したところ、令和元 

年度は 2名の職員を派遣したが、女性の

受講希望者がなく、全て男性職員とな

った。 

なお、各種派遣研修には女性職員 119 

名〈128名〉の参加があった。 

を周知したが、自

治大学校への受

講希望がなく派

遣ができなかっ

た。 

今後は女性職員

に対してより一

層働きかけ、能力

開発を積極的に

促進していく。 

 

主な取り組み (48) 短時間勤務職員の導入についての検討 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

短時間勤務職員

の導入について

の検討 

（人事課） 

 

職場、家庭、地域でのバラ

ンスの取れたライフスタ

イルに対応していくため、

フレックスタイムの導入

や短時間勤務職員制度の

導入について検討する 

地方公務員法第28条の 5第1項に基づ

く再任用短時間勤務職員制度を条例化

し、再任用制度の有効活用を図ってい

る。令和元年度は男性職員24名〈20名〉、

女性職員 7名〈5名〉を任用した。 

Ｂ 

定年退職した職

員の長年培われ

てきた豊かな経

験や知識を生か

すため、制度の有

効活用に努めた。 

男女を問わず対

象者に希望を募

ったところ、令和

元年度は 31 名に

ついて任用した。 

 

 主な取り組み (49) 男女共同参画に関する研修の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

男女共同参画職

員研修 

（地域協働課） 

職員が男女共同参画意識

を習得し、仕事の中で生か

せるように研修を充実す

る。また、全職員を対象と

するとともに、3年に 1回

以上は繰り返し受講でき

るよう努める 

・実施日 2月 12日（水） 

・場 所 稲沢市消防本部 講堂 

・内 容 「性的マイノリティの現在 

     ～医療の現実と公的サポー 

トのあり方を考える～」 

・参加人数 45人〈48人〉 

男性 35人〈33人〉、女性8人〈15人〉 

Ａ 

市職員として男

女共同参画に対

する基本的な知

識対応について

学ぶことのでき

る機会となった。 

 

■ 男女共同参画審議会のコメント 

基本目標 Ⅳ 男女平等に基づく労働環境の整備 

・家庭の中では、お互いが不利な意識を持たないことが大切で、仕事と生活のバランスが保てるよう、それぞれが

尊重できる環境整備の充実を図っていただきたい。 

・市内の保育園に病児・病後児保育がないので、子どもが病気の時に休みやすい環境整備をする必要があるのでは

ないか。 

・育児、介護休業の取得促進をすることについては、各事業所の実際の取得状況等に応じて、支援方法の検討を行

うなど、取得促進となるような制度についても検討していただきたい。 
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 基 本 目 標 Ⅴ．男女平等の実現に向けた地域環境の整備 

 基本的課題 １．女性に対するあらゆる暴力の根絶 

 主な取り組み (50) セクシュアル・ハラスメント防止対策の推進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

セクシュアル・ハ

ラスメント防止

対策の推進 

（秘書広報課、地

域協働課、商工観

光課） 

 

広報紙にセクシュアル・ハ

ラスメント防止と相談窓

口に関する記事を掲載す

る 

（秘書広報課） 

女性に対する暴力をなくそう（11月

号） Ａ 

セクハラなど女

性に対する暴力

根絶の記事を掲

載し、啓発に努め

た。 

（地域協働課） 

広報いなざわ11月号にセクシャル・ハ

ラスメントの防止も含めた「女性に対

する暴力をなくそう」の記事を掲載

し、相談窓口について紹介した。 

Ａ 

引き続き年 1 回

程度市広報に掲

載していく。 

市内事業所に対し、セクシ

ュアル・ハラスメント防止

等に関する啓発活動に努

める 

（商工観光課） 

未実施 
Ｄ 

市内事業所への

啓発について検

討していく 

 

 主な取り組み (51) 女性に対する暴力根絶のための環境づくり 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

女性に対する暴

力根絶のための

環境づくり 

（地域協働課） 

広報紙に「女性に対する暴

力をなくす運動」に関する

記事を掲載する 

広報いなざわ 11月号にセクシャル・ハ

ラスメントの防止も含めた「女性に対

する暴力をなくそう」の記事を掲載し、

相談窓口について紹介した。 

Ａ 

引き続き年 1 回

程度市広報に掲

載していく。 

 

 主な取り組み (52) 稲沢市ＤＶ対策基本計画に統合のため削除 

 

 主な取り組み (53) 相談・カウンセリング体制の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

女性悩みごと相

談（福祉課） 

女性や子どもへの、あらゆ

る暴力に対する相談に対

応できるよう、相談体制を

強化する 

市役所相談室にて、女性相談員による

相談を月 2回実施した。 

相談件数 42件〈38件〉 
Ｂ 

問合せや新規相

談者も多く、必要

性の高さがうか

がえる。 
人権相談（市民

課） 

女性や子どもへの、あらゆ

る暴力に対する相談に対

応できるよう、相談体制を

強化する 

（市民課） 
人権相談 年 11回〈12回〉 

相談者数 5人〈12人〉 

人権特設相談       年 2回 

人権啓発活動       年 3回 

人権擁護委員研修会    年 1回 

Ｂ 

人権に関する関

心が低い為、街頭

啓発活動の場所

の変更や行政情

報モニターを活

用し、市民の方に
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子ども人権教室（小学校） 2か所 

 

周知を図ったが、

いまだ認知度は

低い為、引き続き

周知に努める。 
 

 主な取り組み (54) 相談員等の研修の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

相談員等の研修

の充実 

（福祉課） 

相談員の研修機会を拡充

し、能力開発に努める 

12 月 5日に愛知県女性相談センター主

催の研修に参加した。 
Ｂ 

今後も機会があ

れば積極的に知

識の習得に努め

ていただきたい。 
  

基本的課題 ２．生涯を通じた女性の健康の支援 

 主な取り組み (55) 健康知識の普及及び啓発に統合されたため削除 

 

 主な取り組み (56) 各種がん検診、各種健康教室、健康相談体制の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

健康診査、各種健

康教室、健康相談

体制の充実 

（健康推進課） 

ライフステージに合った、

各種がん検診、各種健康教

室、健康相談体制の充実を

図る 

健康診査・各種がん検診は、疾病の早 

期発見・早期治療に役立てられるよう 

実施 

・基本健康診査 648人〈640人〉 

・胃がん検診 2,184人〈2,321人〉 

・大腸がん検診14,562人〈14,371人〉 

・肺がん検診 22,608人〈22,403人〉 

・喀痰検査 301人〈304人〉 

・乳がん検診 1,883人〈1,664人〉 

・子宮がん検診 3,104人〈2,969人〉 

・前立腺がん 7,002人〈6,995人〉 

健康教室 

・中高年の健康教室 年6 回 

延べ40人〈157人〉 

・元気！美ボディ教室 年2回 

延べ29人〈47人〉 

・いきいきいなざわ減塩教室 年2回 

延べ44 人〈65人〉 

Ｂ 

健康診査やがん

検診の受診人数

は横ばいであ

る。 

教室について

は、周知方法や

教室運営等を検

討し、参加しや

すい環境を整

え、今後も健康

維持・増進に努

める。 

◆数値目標 

項  目 

目標とする数値 
第２次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2005（平成 17）

年度 
２０１９（令和元）年度 

乳がん検診の受診率 

（健康推進課） 
１６．３％ １６．１％ ― 

７．７％  

〈６．８％〉 
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※ 乳がん検診の受診方法の変更あり、2010（平成 22）年度から 2年に 1回となった 

  

主な取り組み (57) 健康づくり支援ボランティアの充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

健康づくり支援

ボランティアの

充実 

（健康推進課） 

 

市民の健康づくりを支援

できるボランティアの組

織強化のため、既存のボラ

ンティアを対象に活動支

援する 

食生活改善推進員（ボランティア）養

成講座  

年8 回〈8回〉、延べ49人〈83人〉  

 
Ｂ 

参加人数が少な

く、男性の参加が

なかった。食生活

改善推進員の活

動の周知や参加

しやすい環境を

整えていく必要

がある。 

  

主な取り組み (58) 健康知識の普及及び啓発 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

妊婦健診 

（健康推進課） 

 

女性の健康問題への認識

を高めるための施策を検

討する 

妊娠中第１回～14 回（含：子宮頸が

ん）延べ11,649 人〈14,134人〉 

 
Ａ 

公費負担する検

査項目に性器ク

ラミジア感染検

査が追加され、妊

娠中の健康管理

がより充実した。 

乳がん自己検診

の普及・啓発 

（健康推進課） 

女性の健康問題への認識

を高めるための施策を検

討する 

乳がんの自己検診法1,236人 

〈1,134人〉 

（集団での乳がん検診時に実施） Ｂ 

乳がん自己検診

法を知り、実践し

てもらうよう今

後も取り組んで

いく。 

保健師の研修機

会の拡充 

（健康推進課） 

母子保健に関わる保健師

の研修機会を拡充し、能力

開発に努める 

県や保健所等の主催する研修会へ参

加。 

Ｂ 

研修を通して、保

護者への子育て

支援のためのス

キルアップに努

める。 

 

 

 主な取り組み (59) 性差医療についての啓発  

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

性差医療につい

ての啓発 

（市民病院医事

課） 

性差医療の周知について

検討する 

性差に応じて安心して医療や健診を受

けることのできる環境を整えている。 
Ａ 

乳がん検診、子宮

がん検診、前立せ

んがん検診など

で実施。 

※ 男性と女性ではかかりやすい病気が異なったり、同じ病気でも症状が異なることがあります。そのような性差に

配慮した医療（性差医療）が必要と考えられるようになっています。 
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 主な取り組み (60) 生涯にわたってスポーツできる事業の推進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

スポーツ普及振

興事業 

生涯スポーツ推

進事業 

各種スポーツ大

会運営事業 

各種スポーツ団

体補助事業 

（スポーツ課） 

体育振興会等の活動を通

して、男女とも生涯にわた

り行えるスポーツの振興

を図る 

中高年のための健康づくり教室 

・実施日 5月 8日～6月 19日 

（全 6回） 

・場所 武道館 

・参加者 15人〈15人〉 

（男１〈2〉女 14〈13〉） 

健康ヨガ 

・実施日 9月 6日～10月 12日 

 （全 6回） 

・場所 勤労福祉会館 

・参加者 20人〈20人〉 

（男 2〈2〉女 18〈18〉） 

健康太極拳 

・実施日 6月 7日～7月 12日 

 （全 6回） 

・場所 勤労福祉会館 

・参加者 14人〈25人〉 

（男 2〈2〉女 12〈23〉） 

シニアフィットネス教室 

・実施日 1月 7日～1月 28日 

（全 6回） 

・場所 勤労福祉会館 

・参加者 17人〈25人〉 

（男 3〈2〉女 14〈23人〉） 

スポーツ大会 

（スポーツレクリエーション協会事

業） 

・実施日 5月～6月 

・開催種目 ゲートボール、グラウン

ド・ゴルフ、インディアカ、ソフトバレ

ーボール、ビーチボール 

・延参加者 732人〈769人〉 

スポーツ振興事業（体育振興会補助） 

・補助団体数 15団体〈15団体〉 

・実施事業 運動会とスポーツレクリ

エーション 3種目以上を実施する 

・延参加者 64,688人〈63,575人〉 

Ｂ 

スポーツ教室参

加者は昨年度と

比べると減少し

た。女性の参加者

が 8 割以上であ

り、このことに関

しては男性の参

画が遅れている。 
男性も女性も一

緒に楽しめるス

ポーツを、体育振

興会を通じてよ

り一層普及して

いくことが必要

である。 
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 基本的課題 ３．地域における相互扶助の推進 

 主な取り組み (61) 市民活動支援センターの活動の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

市民活動支援セ

ンター体制の確

立 

（地域協働課） 

ＮＰＯやボランティア等

の情報拠点となる市民活

動支援センターの活動の

推進に努める 

平成 31年 4月より、市民活動支援セン

ターとボランティアセンターを併設し

相談窓口を一本化することで、市民サー

ビスの向上や団体間交流の活性化に繋

がる地域活動拠点を設置しました。 

Ａ 

窓口業務の一本

化により、一層の

活動推進に寄与

するため、相互間

の事業の充実を

図っていく。 

◆数値目標 

※ 平成 27年度に登録団体の見直しを行った。 

 

 主な取り組み (62) 社会福祉協議会の活動の支援 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

社会福祉協議会

の活動の支援 

（福祉課） 

 

社会福祉協議会に登録し

ている福祉ボランティア

の活動を支援する 

地域福祉活動の推進に努

める 

・ボランティアグループ活動費 

 助成件数 17団体〈19団体〉 

・ボランティア・市民活動だより 

 発行回数 4回〈4回〉 

・各種ボランティア養成講座・研修会 

開催回数 3講座〈4講座〉 

・ボランティア・市民活動連絡会 

 開催回数 5回〈5回〉 

・ボランティア派遣 

件数 30件〈331件〉 

Ａ 

社会福祉協議会

の実施するボラ

ンティアの育成、

活動支援及びコ

ーディネート等

について、引き続

き支援していく。 

 

 

 

 

 

 

項  目 

目標とする数値 
第２次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2005（平成 17）

年度 
２０１９（令和元）年度 

市民活動支援センター登録

団体数 

（地域協働課） 

１８０団体 １２８団体 ― 
１０３団体 

 〈１０６団体〉 

市民活動支援センター登録

団体所属会員数 

（地域協働課） 

８，０００人 ６，４３２人 ― 
２，７６１人 

〈４，２１３人〉 

市民活動支援センター市民

登録者数 

（地域協働課） 

２５人 ２０人 ― 
１１人 

〈１１人〉 
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◆数値目標 

  

主な取り組み (63) 国際交流・協力の推進 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

国際交流・協力の

推進 

（秘書広報課） 

 

男女共同参画実現に向け

た様々な分野での国際交

流を地域に根付かせる 

在住外国人のために、情報

提供や相談体制の充実に

努め、安心して生活できる

環境づくりをサポートす

る、稲沢市国際友好協会が

推進するボランティア活

動の活性化を図り、国際交

流意識を高める 

・ポルトガル語相談24回〈24回〉 

32人〈63人〉 

男性 16 人〈22 人〉、女性 16 人〈41

人〉） 

・英語・ポルトガル語広報12回 

 

 

Ａ 

月 2 回のポルト

ガル語での相談

では、在住外国人

の生活に密着し

た相談に対応し、

安心して生活で

きるよう努めた。 

 

  

■ 男女共同参画審議会のコメント 

基本目標 Ⅴ 男女平等の実現に向けた地域環境の整備 

・市民の健康と安全を守るための施策として、啓発活動や相談、検診の実施や、健康づくりのためのプログラ

ムがなされているので、市民が多く参加できるような取り組みを検討していただきたい。 

・男女平等やセクハラなどの問題は、今後においても解決すべき課題であるため、園児・児童等小さい時から

教育する施策が必要である。 

・生涯にわたるスポーツの推進については、中高年、特に女性の参加は多いが、若い子育て世代でも参加しや

すいようなスポーツ事業の拡充と実施方法を検討していただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項  目 

目標とする数値 
第２次中間改訂時

の数値 
策定時の数値 実績 

2020（令和 2）

年度 

2014（平成 26）

年度 

2005（平成 17）

年度 
２０１９（令和元）年度 

福祉ボランティア登録者数 

（福祉課） 
２，３００人 １，３０６人 １，３０９人 

１，２６９人  
〈１，２３５人〉 
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稲沢市ＤＶ対策基本計画 

 基本的課題 (01) ＤＶ被害防止に向けた啓発 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

ＤＶ防止に関す

る啓発の実施 

（秘書広報課、地

域協働課） 

 

市広報によるＤＶに関す

る啓発を図る 

（秘書広報課） 

女性に対する暴力をなくそう（11月

号） 
Ａ 

ＤＶなど女性に

対する暴力根絶

の記事を掲載し、

啓発に努めた 

各種講座等の機会を捉え、

ＤＶに関する啓発を図る 

（地域協働課） 

各種講座等でＤＶに関する啓発を図る

予定でしたが、ＤＶに関連する講座内容

でなかったため配布未実施。 

Ｃ 

男女共同参画推

進セミナー等の

機会を捉えて、Ｄ

Ｖを含めて啓発

を実施していく。 

出前講座の実施

（地域協働課） 

 

県主催の出前講座を利用

し、地域住民のＤＶに対す

る理解を深める 

各種団体からの要望がなかったため実

施できなった。 

Ｃ 

幅広く各種団体

に利用希望を促

し、積極的に活用

していただくよ

う努める。 

若い世代への教

育・啓発（学校教

育課、地域協働

課） 

 

学校における人権教育の

推進を図る 

（学校教育課） 

いじめの問題をはじめ、人権に配慮した

教育を常に各学校で実践している。１２

月の人権週間には、朝礼等の時間を活用

するなど、取組みを行った。 

Ａ 

いじめ防止や差

別廃止の観点か

ら人権教育に取

り組んだ。 

デートＤＶなどを理解す

るための学習機会の提供

に努める 

（地域協働課） 

若い世代を対象と対象とした事業が実

施できなった。 Ｃ 

若い世代を対象

とした事業の実

施や学習機会の

提供に取り組ん

でいく。 

 

基本的課題 (02) ＤＶ相談体制の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

相談窓口の設置 

（福祉課、子育て

支援課、高齢介護

課、健康推進課、

市民課） 

 

若い世代から高齢者まで

多様な相談に対応できる

体制の整備に努める 

若い世代から高齢者まで

多様な相談に対応できる

体制の整備に努める 

（福祉課） 

市役所相談室にて、女性相談員による相

談を月 2回実施した。 

相談件数 42件〈38件〉 

ＤＶ相談件数 4件〈4件〉 

Ｂ 

今後も相談体制

の整備に努めて

いく。 

（子育て支援課） 

母子のＤＶ相談件数 9件〈10件〉 

 
Ｂ 

関係機関との連

携を図り、相談

体制の整備に努

めていく。 

（高齢介護課） 

地域包括支援センター、介護保険事業

所等との情報交換や、民生委員等への

Ａ 

今後も高齢者の

相談体制整備に

努める 
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啓発に努めた。 

（健康推進課） 

保健事業(健康診査、健康相談、家庭訪

問等)の中で確認できたケースについて

子育て支援課、高齢介護課等と連携し

ながら支援を行っている。 

Ａ 

相談ができる体

制を整えるとと

もに、担当者間

の連携を図り、

支援を行う。 

（市民課） 

人権相談 年 11回〈年12回〉 

 相談者数 5人〈12人〉 

人権特設相談       年 2回 

子ども人権教室（小学校） 2か所 

 

 

 

Ｂ 

市内２小学校で

児童に対し、人権

教室の開催や広

報、市役所内の行

政情報モニター

を活用し周知を

図ったが未だ認

知度が低いため、

引き続き周知に

努める。 

外国人への配慮 

（秘書広報課） 

 

外国人からのＤＶ相談に

対応できるよう通訳等の

配置や外国語パンフレッ

トによる情報提供に努め

る 

・ポルトガル語相談24回〈24回〉 

32人〈63人〉 

男性 16 人〈22 人〉、女性 16 人〈41

人〉） 

 Ａ 

ポルトガル語相談

により、ＤＶを含め

た様々な相談に対

応できる機会を設

けた。また、庁舎内

の看板や、ゴミの分

別表を翻訳し、外国

人の生活環境の向

上を図った。 

安全確保（福祉

課、子育て支援

課、高齢介護課、

市民課） 

緊急性の高い事案につい

て、一時保護施設と連携す

るとともに、警察等関連機

関と連携して被害者やそ

の子ども等同伴家族の安

全確保に努める 

 

（福祉課） 

愛知県女性相談センター等との連携を

図り、被害者の保護を行った。 

Ｂ 

今後も相談体制

の整備に努めて

いく。 

（子育て支援課） 

母子の一時保護件数 1件〈1件〉 

母子生活支援施設措置件数 1件〈0件〉 

 

Ａ 

母子の安全が確

保されるよう今

後も支援を行っ

ていく。 

（高齢介護課） 

警察、医療機関、地域包括支援センタ

ー、民生委員等と情報共有し早期対応

と安全確保に努め、地域包括会議等で

事例検討を実施した。 

Ａ 

今後も緊急性の

高い事案の処遇

に適切に対応で

きるよう努め

る。 

「住民基本台帳事務にお

ける支援措置申出書」の受

付により住民基本台帳の

閲覧等を制限する。また、

住民基本台帳に基づいて

事務処理を行う部署での

情報管理の徹底と連携を

図る 

（市民課） 

関係各課及び関係自治体と連携を密に

しながらDV被害者の住所を保護してい

る。 

令和元年度取扱件数 119件〈123件〉 

 （うち当市受付分46件〈49件〉） 

 

Ａ 

DV被害者の住所

の管理について

は、今後も細心

の注意を払って

いく。 

職員への啓発、研

修（地域協働課） 

関係職員へのＤＶに対す

る啓発を行うとともに、マ

福祉課、子育て支援課の担当職員に対

し、国、県からの資料を提供し、県主 Ｂ 
今後も県から研

修の通知があれ
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ニュアルの活用や県主催

の研修会への参加を通じ

て職員の資質向上を図る 

催研修の情報提供を随時実施した。 ば、関係職員に

情報提供し、積

極的に参加して

いただくよう依

頼する。 

 

基本的課題 (03) 自立支援の充実 

施策名 

（担当課） 
施策内容 

令和元年度 
コメント 

実施状況 評価 

自立に向けた生

活の支援 

（福祉課、子育て

支援課、高齢介護

課） 

 

関係機関と連携し、各種手

当の支給や就業、各種福祉

サービスの利用に向けた

支援を図る。 

（福祉課） 

各関係機関と連携を図り、自立の援助に

努めた。 

Ｂ 

今後も支援体制

の整備に努めて

いく。 

（子育て支援課） 

要保護児童対策協議会において関係機

関と情報共有し、連携しながら支援を

行っている。 

Ａ 

今後とも関係機

関と連携を図り

ながら慎重に対

応していく。 

（高齢介護課） 

地域包括支援センター、民生委員等へ

の啓発に努めた。 

Ａ 

今後もサービス

利用の啓発に努

める。 

健康に対する支

援 

（健康推進課） 

 

ＤＶ被害者が医療機関等

で健康回復のために適切

な支援を受けられるよう、

相談支援を図る 

ＤＶ被害者の精神的な健康回復を支援

し、次世代へ連鎖しないよう心の健康

問題として支援している。また、母子

手帳交付時の妊娠に関するアンケー

ト、新生児訪問時等の産後うつに関す

る質問票等により、家族関係等を確認

し、適切な育児ができるように支援し

ている。 

Ａ 

ＤＶ被害者の精

神的な健康回復

のために、面接・

訪問を通じ、早期

に相談に応じて

支援している。 

子どもに対する

支援（子育て支援

課、学校教育課

課） 

 

教育委員会、児童相談セン

ター等と連携し、子どもの

心のケア等の支援を図る。 

 

（子育て支援課） 

面前ＤＶによる心理的虐待件数が増え

ており、一宮児童相談センターと連携

しながら対応している。子の安全確認

のための面談の際には親に対し子ども

への影響について説明している。 

また、子育て支援総合相談センターで

は子どもからの相談にも応じている。 

Ａ 

相談担当者だけ

ではなく、子ど

もに関わる職員

による日ごろの

観察から、子ど

もに対する様々

な支援につなげ

ている。 

（学校教育課）関係機関と連携し、相

談等事案ごとに対処した。 
Ａ 

虐待、ＤＶの防

止、子どもの心

のケアに努め

た。 
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■ 男女共同参画審議会からのコメント 

 

◇ 稲沢市ＤＶ対策基本計画 

・ＤＶ被害者は他人に気づいてもらえない面が多いので、相談しやすい窓口を設置する等の環境整備を図るべ

きである。 

・相談業務では、次につなげられるよう、全体で支援することや、継続的に支援できるよう、問題解決に向け

た取り組みを検討していただきたい。 

・ＤＶ相談窓口は関連各課が個別に設置しているが、市民には紛らわしいので、窓口の一本化を検討していた

だきたい。 

・ＤＶ被害者に向けた啓発が多いですが、ＤＶ加害者に向けたＤＶ防止のカウンセリングやプログラムの存在

を周知するＰＲを検討していただきたい。 

 

■ 男女共同参画審議会からのコメント 

 

◇ 実施状況報告全体について 

・パンフレットを受け取る側から言えば、種類は少ない方が良いので、国や県の内容を含めた市独自のパンフ

レットを作成してはどうか。 

・今後増加するテレワークによる新たな課題に取り組む必要がある。 

・コロナ禍において、今後の様々な講演会や教室などの開催のあり方を検討していただきたい。 

・評価の低い取り組みについては、具体的に改善する施策を検討する必要がある。 

・活動の成果が出てきていると思うが、特別に新しい取り組みが増えておらず、大きな変化がないため、新た

な活動方法や、イベントの持ち方などを検討し、ここまできた推進を止めないように努めていただきたい。 
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